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令 和 ３ 年 第 １ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

年月日 令和３年３月30日（火曜日）

開 会 午後４時48分

散 会 午後11時53分

場 所 第７委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 甲第36号議案 令和３年度沖縄県一般会計補

正予算（第１号）

出席委員

委員長 次呂久 成 崇君

副委員長 仲 村 家 治君

委 員 小 渡 良太郎君 新 垣 淑 豊君

新 垣 新君 西 銘 啓史郎君

座 波 一君 中 川 京 貴君

当 山 勝 利君 仲 村 未 央さん

島 袋 恵 祐君 比 嘉 瑞 己君

西 銘 純 恵さん 玉 城 健一郎君

喜友名 智 子さん 國 仲 昌 二君

平 良 昭 一君 上 原 章君

大 城 憲 幸君

説明のため出席した者の職、氏名

総 務 部 長 池 田 竹 州君

財 政 課 長 武 田 真君

企画部企画調整課主幹 兼 島 篤 貴君

保 健 医 療 部 長 大 城 玲 子さん

保 健 衛 生 統 括 監 糸 数 公君

地 域 保 健 課 長 国 吉 悦 子さん

地 域 保 健 課 副 参 事 嘉 数 広 樹君

商 工 労 働 部 長 嘉 数 登君

産 業 政 策 課 長 谷 合 誠君

マ ー ケ テ ィ ン グ 比 嘉 淳君
戦 略 推 進 課 長

中 小 企 業 支 援 課 長 知 念 百 代さん

文化観光スポーツ部長 渡久地 一 浩君

観 光 振 興 課 班 長 玉 城 勝 也君
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○次呂久成崇委員長 ただいまから、予算特別委員

会を開会いたします。

甲第36号議案令和３年度沖縄県一般会計補正予算

（第１号）を議題といたします。

本日の説明員として、総務部長の出席を求めてお

ります。

甲第36号議案について、総務部長の概要説明を求

めます。

池田竹州総務部長。

○池田竹州総務部長 よろしくお願いいたします

ただいま議題となりました甲第36号議案につきま

して、令和３年度一般会計補正予算（第１号）説明

資料によりその概要を御説明いたします。

１ページをお願いいたします。

今回の補正予算は昨日３月29日月曜日に発出した

営業時間短縮の要請に協力いただいた事業者に対す

る感染拡大防止協力金に要する経費として、129億

4132万円を計上するものであり、補正後の改予算額

は8041億6732万円となります。

２ページをお願いいたします。

こちらは歳入歳出の財源内訳となっております。

３ページをお願いいたします。

歳入内訳について御説明いたします。

国庫支出金の128億1190万6000円は新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金であります。

繰入金の１億2941万4000円は財政調整基金繰入金

であります。

４ページをお願いいたします。

歳出内訳としまして、事業概要を記載しておりま

す。

以上が、甲第36号議案令和３年度沖縄県一般会計

補正予算（第１号）の概要であります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○次呂久成崇委員長 総務部長の概要説明は終わり

ました。

これより、甲第36号議案に対する質疑を行います。

質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許

可を得てから、重複することがないよう簡潔にお願

いいたします。

質疑に際しては、引用する予算資料の名称、ペー

ジ番号及び事業名等をあらかじめ告げた上で、説明

資料の該当ページをタブレットの通知機能により委

員自ら通知し、質疑を行うよう御協力をお願いいた

予算特別委員会記録（第８号）
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します。

この際、執行部の皆様に申し上げます。

答弁に際しては、要点をまとめ、要領よく行い、

円滑な委員会運営が図られるよう御協力をお願いい

たします。

小渡良太郎委員。

○小渡良太郎委員 まず、先ほどの本会議の質疑の

中でも出ていた、なぜ全県じゃないのかという部分

に関して、少し踏み込んで確認させていただきたい

んですけれども。

前回、時短営業を同じようにやって、前回も絞っ

てやりました。でも結果的にはいろいろ拡大をして

いって、広げていったという事実があります。前回、

範囲が拡大した要因ってどのようなものが考えられ

るのか。ちょっと教えてください。

○糸数公保健衛生統括監 前回は12月14日、年末年

始の医療体制の崩壊を回避するということで３市か

ら始めてまいりまして、それが継続をして一旦です

けれども、１月以降に移入例、帰省者というふうな

形で会合が増えまして、それによって感染が―一旦

落ち着いていたものがかなり増えていって、それの

対策として全県に拡大したという経緯となっており

ます。

○小渡良太郎委員 当初３市から始めてその後拡大

していった一つの理由として私が肌で感じているの

はですね―３市は店も閉まっていて飲食できない、

だから近隣の所に移動して飲食をする。こういう人

の動き―先ほどの本会議の答弁の中でも、人の動き

を制限するという話が出ていたんですが、ある程度、

範囲が限定されてしまうと限定外の部分に移動しよ

うというところで、結果的には全部でやらないとい

けないというようなことにつながっていくことが、

前回見てて私は個人的に懸念をしております。

その点、今回20市町村という形になっているんで

すけれども、ただこれも本会議の質疑の中であった

ように、４月以降は連休も含めて、観光の需要が非

常に伸びていくということが、今現在、予約の状況

を見ても想定をされるわけです。観光地の部分で北

部が外れているというところは、観光客大丈夫かと

いう形で考えているのか。それとも、広がるような

ことがあったら今後もっていう形で―取りあえず今

は少ないから外しているけどという形なのか、ちょっ

と本会議の答弁から見えてこなかったものですから、

そこのところの考え方を教えてください。

○大城玲子保健医療部長 本会議でも答弁申し上げ

ましたけれども、やはり店舗の営業時短というのは、

私権の制限に関わるということで集中的に限定的に

やるというのが原則だと思っております。今回は非

常に急拡大という要素もございましたので、ある程

度面的にということで保健所管轄でかけさせていた

だきました。

ただし、それ以外の地域につきましても、感染の

兆候を捉えることは非常に重要だと思いますので、

その段階で検討は必要だというふうには考えており

ます。

○小渡良太郎委員 観光客の皆様が訪れるようなと

ころっていうのは、やっぱり離島であり、本島だっ

たら北部地域でありというふうな形になっていくと

思います。そこが外れているっていうことが議員が

懸念する部分でもありますし、一般の方々が懸念を

することにもつながっていくと思います。この範囲

の指定が正しかったかどうかっていうのは、後にな

らないと分からない部分ではあるんですけれども、

そこら辺しっかり見極めてやっていただきたいなと

思います。

もう一つ、範囲が拡大した場合、追加で広げてい

くということになると思うんですけれども、その場

合の予算措置というのはどのように考えていますか。

また、追加―補正予算組んで、臨時議会とか専決で

やってという形になるのか、今の予算である程度カ

バーできると考えているのか教えてください。

○嘉数登商工労働部長 今回、提案させていただい

た予算の内容というのは、あくまでも４月１日から

４月21日と―対象店舗ということを見込んでおりま

すので、仮に対象地域を広げたりとそういった話が

出てまいりますと、追加の予算の措置が必要となっ

てくるというふうに考えています。

○小渡良太郎委員 これは予算だけじゃなくていろ

んなところに言えると思うんですけれども、逐次投

入っていうのは後手なんですね。下策とも言われま

す。できるのであればある程度の範囲を最初からやっ

ておくということが重要になるわけです。そういう

形で考えているっていうのであれば、しっかりと対

処していっていただけるようにお願いいたします。

もう一つ、資料の３ですね。感染拡大防止協力金

についてということで、３ページに経済対策関係団

体会議との意見交換の内容が載っております。

これ先ほど、我が会派の呉屋議員からも指摘があっ

たんですが、（６）ですね、感染防止対策もできてい

ない店舗が多いということが懸念事項として上がっ

ている―だから県として指導してほしいと要望が上

がっているんですけれども。この店の感染防止対策
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が不十分だった場合、期限付の時短要請を行っても

あんまり意味がないというふうな懸念があるんじゃ

ないかと私は考えます。

以前、国の緊急事態宣言のときにも時間じゃない

ですよと―人の動きを制限していくのが本来の目的

だから、10時だから危険というわけではない。朝で

も感染の懸念はあるという話がありました。以前８時

までだったものが今回は９時までという形にはなっ

ているんですけれども、やはり予防対策として―先

ほどから本会議でも答弁しているのですが、予防対

策として考えていくのであれば、店舗ごとの感染防

止対策というのがどれだけちゃんと行われているの

かっていうのをしっかりと県が把握をして、なかな

か行われていないところがあるのであれば、ちゃん

と指導して体制をつくっていかないと、ただ時短で

人の動きを止めて、それで一時的な感染拡大防止に

なるかもしれないのですが、時短の期限が過ぎたら、

またすぐ上がります。何度も何度も時短をして―僕

も委員会で言ったのですが、人の流れを制限すると

いうことは、僕らからしたら税収が減るわけです。

支出は増えると―財政上何もいいことはないという

ようなことにつながります。

より効果のある感染拡大防止策をやっていくため

には、やはりここの部分、重要だと思うんですが、

どのように考えているか教えてください。

○比嘉淳マーケティング戦略推進課長 県ではシー

サーステッカー制度で感染防止対策効果を高めるた

めに、店舗での感染防止対策の方法を紹介する動画

を作成しホームページ等で公開するとともに、市や

業界団体と連携し、飲食店等の巡回点検キャンペー

ン実施に取り組んでおります。

県としまして引き続き各種感染防止策を講じると

ともに、シーサーステッカー制度の実行力の強化に

向けて、他の自治体―県がやっているんですが、そ

の取組も参考にして、我々今シーサーステッカーやっ

ているところに足りないところ、もしくは足りてい

るところを精査しながら、しっかり取り組んでいけ

るようにしたいと思います。

○小渡良太郎委員 取組の内容を説明していただい

たんですけれども、今までの取組が不十分だから―

十分に行われていないから、一月ちょっとで緊急事

態宣言の終了から僅かな期間でまた時短要請をしな

ければならないということにつながっているんじゃ

ないかなと思います。

このシーサーステッカーの効果についても疑問に

思う声がいろいろ聞こえます。本当に守っている店

舗なのかどうかとかですね。取りあえず書類出した

らもらえるよとかっていう話も聞いたりします。巡

回指導に関しても何回も何回も同じことを繰り返さ

ないためには、この現場での感染防止対策の現状が

どうなっているのかっていうのはしっかり把握をし

て、そこの質を上げていかないとまた時短要請―そ

れでも止められなかったらまた緊急事態宣言という

ことの繰り返しになります。今まで１年間ずっとコ

ロナ対策でやってきたわけですから、いいかげん過

去の経験生かして同じことを２回も３回も繰り返さ

ないということをやっていただきたいんですけれど

も、これについてどう考えるか見解を教えてくださ

い。

○大城玲子保健医療部長 委員の御意見、もっとも

だと思います。県としましても、店舗での感染対策

がどのように行われているかということをチェック

する体制というものが必要だと考えておりまして、

その取組についてどういうふうなことができるかと

いうのを早急にまとめたいというふうには考えてお

ります。その際には、市町村、それから関係団体等

々の連携も必要だというふうに考えております。

○小渡良太郎委員 時短要請をする県民の皆様方に、

飲食業を営まれている方々に、この本来なら働ける

期間をですね、こちらの都合で―感染拡大防止とい

う大義がありますけど、要請をして、協力を求める

んであれば、やはり県側がしっかり動いていくと―

要請を求めるのであれば、やるべきことをちゃんと

やっていくっていうことがとても重要なことだと思

います。それがちゃんとできていたら、緊急事態宣

言の中でこんな短期間でまた戻ってくるという、リ

バウンドがあるということはなかったんじゃないか

なと。別に県がやっていないと言うつもりはありま

せん。でも不十分だからこういった状況になってい

るんじゃないかなというふうに考えます。ですので、

しっかりとですね、現場に行っていただいて、街が

どのような状況になっているのか、ちゃんと感染拡

大防止策が守られているのかということをしっかり

やっていただきたいと。これは指摘をして。

もう一つ最後にですね、１日４万円という形で協

力金を行うという話があります。この４万円の根拠

を教えてください。

○兼島篤貴企画調整課主幹 臨時交付金の単価の

４万円については、国のほうから協力金の支払いに

ついて事務連絡もしくは交付要綱で示されている額

になっておりまして、今４万円というのは単価の平

均額の上限として設定されております。
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○小渡良太郎委員 何でこの４万円を聞くかという

と、この協力している方々はありがたいということ

でたくさんの声をいただきます。でも、もらえてい

ない方々からは、４万円高過ぎじゃないかと。１日

この時短をしてですね、その分で４万円を稼ぐって

どれだけのことか分かっているのということで、い

ろんな方々から言われたりします。この、日本全国

的な平均と沖縄の物価が違うとかですね、賃金のあ

れも違うとかっていうこともあって、本当に４万円、

適切なのかというところを、よく私どももいろんな

形で言われるものですから、そこのところももう少

し丁寧に説明をしていただきたいなと。もらえる方

々はありがたいと思うんですけど、もらえない方々

にとっては不公平感が生じているというのが今の現

状になってしまっています。なので、その部分の説

明も併せてですね、ぜひ４月１日―あさってからス

タートするわけなんですが、この時短要請が感染拡

大防止につながっていくだけじゃなくて、本当にこ

の沖縄の状況を抑え込んでいくということにつなが

るように、当局の皆様方の努力をお願いをいたしま

して、私の質疑は終わります。

○次呂久成崇委員長 新垣淑豊委員。

○新垣淑豊委員 本当に御苦労されているかと思い

ます。本当にありがとうございます。何点かちょっ

と聞かせていただきたいと思います。

まず、これまでの補正予算なんですけれども、専

決処分を行った分と今回予算特別委員会に上がって

きた分があるんですけれども、どういう基準でそれ

がなされているのかというのを教えていただきたい

です。

○武田真財政課長 令和２年度には、補正予算トー

タルで16回、16次の補正を組ませていただきました。

そのうち６回が専決処分という形になっております。

そのほかの10回につきましては定例会のほうとか臨

時会、そこの議会のほうに提出をさせていただいた

というところです。

６回専決処分をしたうちの５つにつきましては、

基本的には時短協力金の経費であったりとか緊急小

口もあったと思いますけど、その時点その時点で緊

急の予算措置をして、予算の裏づけがないと対応で

きないものについて緊急の予算措置をしたというふ

うなやり方になっております。そういう形で緊急に

予算の裏づけが必要な予算について専決処分という

形でさせていただいて、その次の議会で承認をいた

だいたという形になっております。

○新垣淑豊委員 ということは、今回はたまたまと

いうか、タイミング的にこの２月定例会があったの

で、そこで予算特別委員会に諮ったという認識でよ

ろしいですか。

○武田真財政課長 自治法の世界で専決処分をする

場合には、議会を集める時間的余裕がないというふ

うな制限がございます。まさしく今は議会開会中で

すので、議会が開会しているところで追加の提案を

させていただいたというところになっております。

○新垣淑豊委員 我々も新型コロナウイルスの感染

拡大、もしくはこの要望については何を差し置いて

でも参加しないといけないと思っていますので、ぜ

ひ今後もこういった流れで、もちろん専決、急ぎや

らなきゃいけないときもありますけれども、ぜひ何

かしらの時間時間での議論をすることが必要なこと

もありますので、その辺りも御検討いただきたいと

いうふうに思っています。よろしくお願いします。

続きまして、この第４波と言われているものなん

ですけれども、これは過去の第１波から３波までと

比べてどのような特徴があるのかということについ

て、これはもちろん病気の拡大という意味もそうな

んですけど、経済的なものも含めて教えていただき

たいと思います。

○糸数公保健衛生統括監 今回の流行の特徴としま

しては、まずは感染拡大のスピードがこれまでより

もかなり早いという状況です。去年の８月にはかな

りのスピードで増加したんですけれども、それに次

ぐぐらいの―１週間で約２倍になるぐらいの新規感

染者が出るという特徴があるのと、その大部分が20代

から40代の方々の飲食、会食によるものというふう

になっています。１月にも同様の流行がありました

けれども、そのときはどちらかというと世代を巻き

込んで、おじいちゃんおばあちゃんたちとも一緒に

会食をして感染が高齢者に広がったというのがあり

ますけれども、今回は若い人同士の―大学のサーク

ルだったりとかそういう人たちの飲み会であるため

に、今のところはまだ高齢者のほうには感染が広がっ

ていない―１月に比べるとですね、そういう特徴が

あるかと考えています。

○嘉数登商工労働部長 まず、経済的な側面から行

きますと、やはり経済対策は感染の波といいますか、

それを見ながら、その時点時点で打てるような対策

ということで取ってきております。今回は緊急事態

宣言がありましたので、それが解除されたというこ

とで、経済界の中においてもやっとといいますか、

何らかの形で経済活動を再開できると、経済を大き

くしていけるというような期待もあったかと思いま
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すし、そこで我々としてもハピ・トク沖縄クーポン

ですとか、彩発見の第２弾、第３弾ということを出

しまして、少なからず経済活動を回していこうとい

う矢先でございました。ただ先ほどあったように、

感染の拡大のペースが本当に急拡大であったという

こと、それで急遽その経済対策、関係団体会議も招

集いたしまして、金曜日、それから日曜日にも集まっ

ていただいてですね、自衛の策も含めましてどう対

応していくかということを議論いたしました。結果

として、経済界の皆様にもこれは時短要請やむなし

というところと、ただ時短をかけるにしても従来か

ら局所的、集中的にということがございましたので、

そこは経済界の意見も配慮しつつ我々としては対応

しようということで、今回４月21日までというとこ

ろは御理解いただいたと思っております。

経済界の中にはゴールデンウイークは何とかして

店をきちんと開けたいというところがありまして、

それまでに何とか抑え込みたいというところもござ

いましたので、先ほど来あるガイドラインがどう守

られているかということも含めまして、業界の方と

一緒になって取り組んでいきたいと考えております。

○新垣淑豊委員 緊急事態宣言を解除する際に、

ひょっとしたらリバウンドがあるかもしれないなと

いうふうに私も思っていたところはあるんですけれ

ども、このリバウンドを抑制するためにどういった

ことを気をつけて県としては発信をしていたのかと

いうことを教えてください。この理由は、報道の中

で玉城知事は、本来なら再拡大に気をつけてほしい

という期間だが全くそういうメッセージが届いてい

ないといら立ちを募らせたというふうに書かれてお

りました。なので、どういったことをされていたの

かということを教えてください。

○大城玲子保健医療部長 緊急事態宣言を終了する

際にも、３月は卒業式、それから春休みなどがあり

ますし、社会では歓送迎会などもあるということで、

警戒をしていたのは事実です。ある程度上がるかも

しれないということも想定しながら、検査の拡充な

どに取り組んできたところです。

那覇空港でのＰＣＲ検査についても、学生さんの

割引きを入れたりというような動きはそういったと

ころから取ってきたところではございますが、それ

と併せて注意をしてくださいということを何度も何

度も知事から発信させていただいております。ただ、

そこがなかなか若い人の心に訴えが届いていないの

かなというところを知事は昨日おっしゃっていたん

だというふうに考えます。

○新垣淑豊委員 よく言われるのが、伝えたと伝わっ

たというのはやっぱり違うというところで、そこを

どのようにするかというのを今後に向けてやっぱり

考えなければいけないというふうに思っています。

それで、今回検査体制が拡充してきたというふう

にありましたけれども、検査体制が拡大してきたと

いうことで逆に陽性の判明する数が増えてきたとい

う可能性もあると思っていますが、そこにつながる

というふうに思いますけれども、県内での検査体制

というのは今民間も合わせてどのような状況になっ

ていますか。

○大城玲子保健医療部長 現在、様々なところで検

査が行えるようになってきておりますので、県とし

て確認しているものとしてＰＣＲ検査で１日に

5000件という認識を持っております。

○新垣淑豊委員 5000件となりますけれども、その

うちの陽性率というのは変わってきているんでしょ

うか。

○糸数公保健衛生統括監 本日のマスコミ公表用の

資料では、ＰＣＲ検査、直近１週間の陽性率は7.0パー

セントということで、徐々に徐々に上がってきてい

るという状況です。ただ、この陽性率というのは症

状がある方等についての検査の分子分母を計算して

いるということで、先ほどお話がありました無症状

の方が個人で受けるというものまでのデータは

ちょっとまだ入っていませんので、そういうふうな

症状がある方についての陽性率ということになりま

す。

○新垣淑豊委員 ありがとうございます。

７％、多分もっといっぱい受けている方もいらっ

しゃって見つかっているので、１日5000件ですよね。

5000件で１日当たり今が90人とか100人とかのレベル

ですので、多分そこまで高くないのかなというふう

には思います。

あと、今回県内の医療体制の充実ということなん

ですけれども、警戒レベルの判断指標として３月29日

現在の新聞紙面では病床占有率が69％で、そこには

全294床となっていたんですけれども、本来は沖縄県

として必要な病床というのはどれぐらいを目安とし

てやっているんでしょうか。

○嘉数広樹地域保健課副参事 沖縄県では最大フ

ェーズごとに病床を確保していまして、フェーズ５で

425床の病床確保計画を策定しております。それで今、

フェーズ５、実際に確保した病床数は507床を確保し

ているところでございます。

○新垣淑豊委員 その全294床というものはどういう
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意味なんですか。

○嘉数広樹地域保健課副参事 病床を確保するとい

うのは、一般病床を減らしてその看護師を充てるわ

けですけれども、そのフェーズに合わせて医療機関

が現時点で用意しているものが295床と、日々変わっ

ていきます。用意しているものが変わっていくとい

う形になります。

○新垣淑豊委員 分かりました。じゃあ、最大では

500余りが準備できるけれども、今実際に使えるとい

うものが294で、何かのときには一般病床から転用で

きるという認識でいいですね。ありがとうございま

す。

あと２点あるんですけれども、先日ちょっと介護

施設を運営している方とのお話の中で一つ課題とし

て出てきたことがありまして、介護施設関連の方で

入院して退院した、もしくは療養ホテルに行ったと

いうときに、退院したときには検査がないんですと

いうことで、再度の受入れの判断をどうしていいの

かというのを非常に悩むというお話もありました。

今後の感染拡大、変異株とかいろんな話が出てきて

いますけれども、本当にこの人を受け入れていいの

と。これをやったら、もしうちの施設でまた蔓延し

てしまったら困るんだけどということで、そういっ

たお話がありまして、また介護の方もひょっとした

ら自分が高齢者に感染させたら怖いというようなお

話で、仕事をお休みするというような方もいらっしゃ

るということなんですけど、先ほど来ほかの業種、

業態にはどういう支援をするんですかというお話が

ありましたけど、こういった施設、いわゆるエッセ

ンシャルワーカーと言われている方々に対してはど

のような支援をする予定になっているのか、そういっ

たものもあれば教えてください。

○糸数公保健衛生統括監 今お話のありました病院

を退院して施設に移動するというふうな際に、現在

病院のほうでは発症から10日たてば感染性はなくな

るというふうな、今そういうコンセンサスがありま

すので、それを行って受け入れていただくようにと

いうふうなことで、県全体としてはその方針でお話

をさせていただいています。検査をして陽性が出る

んですけれども感染性はないというふうな知見があ

りますので、検査をすることなく移動しても大丈夫

ですよというのをこちらの専門家会議等でもコンセ

ンサスを得ているところです。その介護従事者、そ

ういうところで働かれている方々については、無症

状の中で陽性になって感染が広がるということもあ

るものですから、２月から介護従事者を対象にした

ＰＣＲ検査を２週間に１回というのを合計３回これ

まで実施をしているということで、早めに検査で見

つかって感染が広がらないような措置を取らせてい

ただいているという状況です。

○新垣淑豊委員 ちなみにこの２週間に１回の検査

というのは、今後も継続して行われるんでしょうか。

○大城玲子保健医療部長 当初予算の中には、取り

あえず３か月の予算として計上させていただいたと

ころです。

○新垣淑豊委員 ありがとうございました。

そういうことをやられていると、非常に安心をで

きるかと思うので、ぜひ継続したものは行っていた

だきたいと思います。

最後になりますけれども、今回当初予算に附帯決

議がなされました―宿泊、レンタカー、観光施設、

観光バス事業。こういったものに対しての支援をしっ

かりしてほしいというようなお話がありました。今

回夜ですね、出かけなくなると、公共交通、タクシー、

バス、そういったところも運営がままならないとい

う状況になるというふうに言われておりまして、そ

の支援もしっかりしてほしいというようなことを、

我々はこの予算特別委員会でも決議しております。

それについての対応というのはどのように考えてい

るのか、これを最後に聞かせていただきたいと思い

ます。

○池田竹州総務部長 予算特別委員会で附帯決議が

付されたことは非常に重く受け止めております。私

ども当初予算でコロナ関係経費を計上を提案させて

いただいたときに、感染症ということで必ずしも全

ての経費を計上しているわけではありませんと。例

えば、ＰＣＲのものについても、例えば３か月で状

況を見ながら補正をしていく、当然経済対策などに

ついて附帯決議も受け止めながら、あるいは業界と

も意見交換しながら、適宜補正予算等で対応してい

きたいというふうに考えております。

○新垣淑豊委員 特にですね、公共交通―これはも

う本当に厳しい状況になっている。観光に関しても、

先ほど嘉数部長からもありましたように、ゴールデ

ンウイーク何とかしたいんだっていう話があります

けれども、もうゴールデンウイークまでもたないん

じゃないかっていう―私は飲食の関係の役員もさせ

ていただいていますけど、そこではもう、実は３月

当初で一旦緊急事態宣言明けの時短協力金がなく

なったという状況で、これでもう実は居抜きでの店

舗売買が始まってきているよというような声もあり

まして、なので、今回のこの飲食に関しての非常に
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ありがたいとは思うんですけど、それ以外―観光と

いうものも、ゴールデンウイークまでしっかりとも

たせるということを、ぜひお願いをしたいというこ

とで、最後に部長からいただけたらと。

○嘉数登商工労働部長 国の施策ではあるんですけ

ど、一時支援金についてもですね、活用できるもの

は本当に幅広い業種で活用していただきたいという

ふうに思っておりまして、その相談窓口も設けてお

りますので、本当に業界と協力して―もちろん国と

もそうですし、各支援団体とも協力してですね、１社

でも多くの事業者が活用していただけるように、しっ

かりとサポートしてまいりたいというふうに考えて

おります。

○渡久地一浩文化観光スポーツ部長 今商工労働部

長が申し上げたことに加えましてですね、観光とい

うことに関していいますと、御存じかと思いますが

今ＧｏＴｏキャンペーンが止まっております―その

間なるべく旅行の空白期間ということをなくすよう

に、それを埋めるようにということで域内需要喚起

を図る彩発見キャンペーンのサイズダウンをやって

おりましてそれで何とか経済回復を促していく、観

光業界を助けていこうということ、それからもう一

つ、観光支援体験事業というこのクーポンを活用し

た事業も併せて実施することで、何とか観光業界を

盛り立てていきたいということで努めていきたいと

思います。

○新垣淑豊委員 ぜひ本当に県の職員の皆さんも一

生懸命やっているのも私ども重々承知しております

ので、伝えたと思っていても伝わったと―先ほども

言いましたけど、伝わるまでが多分必要だと思いま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。

以上で終わります。

○次呂久成崇委員長 新垣新委員。

○新垣新委員 まず１点目に、先ほど本会議でもＰ

ＣＲ検査の徹底なんですけど、細かくお聞きします。

今安価でＰＣＲができるということに、県の行っ

た形を評価するとともに、それを沖縄本島全てに安

価でできるような体制を築くべきじゃないかと―そ

れが徹底的なコロナの感染予防対策になると。那覇

まで行くのも遠いという声が実は県民からたくさん

の声が寄せられているものですから、その辺の感染

予防対策のさらなる徹底をどう検討しているか伺い

ます。

○糸数公保健衛生統括監 安価で検査を受けられる

体制の整備ということで、検査の検体を提出する方

法はそれぞれ５か所の会社、検査所に持って行くと

いう方法に加えて、郵送で自宅から送れるというこ

とも条件としておりますので、郵便を使ってという

方法にはなりますけれども、全県を網羅した形とい

うふうなことでこの事業を組み立てたという経緯は

ございます。

○新垣新委員 その安価でできるというのは、みん

ながみんなテレビを見るわけじゃなく、ラジオを聞

くわけでもなく、ネットもやらないお年寄りもいらっ

しゃるんですね。だからこそ身近な地域の中心セン

ター、例えば運動公園に置いたりとかそういった企

業を呼んだりとか、そういった徹底対策こそコロナ

の感染予防ができるということになるんですけど、

今からでも間に合うと思うんですけど、そこら辺の

さらなる検討課題はありますか、ありませんか、伺

います。これで終わりではないですよ。広がってい

くんですよ。

○大城玲子保健医療部長 検査体制については、こ

れからもやはり拡充が必要だというふうに思ってお

ります。特に地域に関しましては、安価なＰＣＲと

いう方法ではないんですけれど、高齢者の施設の従

業員、それから従事者、それから保育所、障害者施

設等についても全県的に今年度予算から拡充してや

りますので、そういった意味での拡充と、それから

国がモニタリング検査を実施するということで、県

としましても国と協力して今あらゆるところででき

ないかということの調整は進めているところでござ

います。そういったものも活用しながら拡充してい

きたいと考えております。

○新垣新委員 拡充は分かるんですけど、もちろん

国から国庫支出金をいただいて県としてもＰＣＲ、

本当に41市町村に置くぐらいの気持ちを持たないと、

お年寄りの皆さんとか分からないよ、どこにあるの

とか、そうやって教えたりとか、ネットも分からな

い。また若い人は新聞も読まない。じゃどうすれば

いいのと。電話したけどできませんでしたとかそう

いうものが、やっぱりこういうものはいつでもどこ

でも身近なところで地域でできるような体制、それ

が万全な体制で―ぜひ部長、改めてもう一度聞きま

すよ。やっていただきたいんですけど、意欲を伺い

ます。

○大城玲子保健医療部長 41市町村に全て置くとい

うのは、非常に壁はあるかとは思います。ただ、可

能な限り地域でそういった方々に伝わるような方法

は、県としても周知に努めていきたいと思います。

○新垣新委員 糸数統括監、郵送とかそういうのも

分かるんですけど、これ分かる人は分かると。でも、
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電話しても今日は受けることができませんとか、電

話がつながりませんとか、そういう話ばかり聞こえ

るんですね、安価なところを紹介しても。ですから、

こうなるとやっぱり身近なところでやってほしいと

いう県民の声が、不満が、いらいらが来るんですよ、

今度は。ですから、いつでもどこでも身近なところ

でＰＣＲができる体制を、大変苦労なされると思う

んですけど、保健医療部ですね。ぜひ今からでも間

に合いますので頑張っていただきたいということを

強く請求します。これをやらないとまた時短時短で、

お金が幾らあっても足りませんよ。ぜひ皆様の努力

を期待しております。頑張ってください。

２点目に、この変異株の問題です。先ほども休憩

中に部長からお聞きしましたけど、実は病院機関の

関係者からも電話があって、今回129億の予算もつけ

られているそうですけど、なぜ変異株の問題で即入

院という状況等がありながら、医師会との協力、病

院機関を増やす、そして隔離、入院させる、そうい

う体制が前々から医師会は警鐘していると、県に対

してですね。それが全然今生かされていないという

こともお聞きしたものですから、ぜひこの問題にお

いてなかなか受け入れない、お願いしても受け入れ

ないという病院もいると思います。でもこれからど

うしていくかという、いわゆる自衛隊の専門機関が

あるそうなんですけど、そういうところに頼んでま

でも変異株を封じ込めると、隔離していくと。そう

いう体制はどうなっていますか、伺います。

○糸数公保健衛生統括監 変異株についての取扱い

は、国のほうからも先月、原則個室で入院であると

か、退院の前にＰＣＲを２回検査するとかというふ

うな指示が出ておりますので、現在各医療機関で個

室で対応できる部屋数等をですね、変異株に対応で

きるベッドが今どのくらいあるかということを情報

をいただいているところです。それから、入院して

いる途中、あるいは入院のときに変異株が陽性とい

うことが分かった場合の流れといいますか、どうい

うところに入って退院するまでの流れを案をつくり

まして、様々な院長会議などで病院と共有をしてい

くという―これからそれをやっていくという段階と

なっております。

○新垣新委員 私は変異株ももちろんですけど、コ

ロナの感染予防、医師会としては最悪を想定した―

県もですね、考えていくべきだと。そこら辺の問題

の中で病院の受入体制、去年の11月頃も逼迫してい

る、11月、12月、１月ですね。これはあってはなら

ないと思うんですね。かかったらしようがないもの

ですから、その体制づくりを今国とも検討している

と聞いているんですけど、ちょっと改めて、ただ言

うだけではなくて進言したいんですが。

改めて部長、南部病院の友愛会の箱物は今使って

いないですよね。あれは私たちがあの箱物を壊すか

ら貸しておいてくれよと―県に移譲してくれと―そ

こで徹底的な変異株対策や入院、隔離予防、そして

自衛隊の関係各位と連携を組んで新たなトライアン

グルをつくっていくと。最悪も想定しながらですね。

どうですか、再度検討願いたいんですけど。使える

そうですよ、あの施設。

○糸数公保健衛生統括監 医療施設で現在使用して

いないということで、今すぐ病院として使えるとい

うふうなメリットはあるかと思います。ただ、今ベッ

ドを使っていないところを急に使うということは、

まずスタッフをどうやって確保するか、施設整備も

含めてというふうな課題があるのと、今国のほうか

ら、第３波を受けて今後また患者が増えたときの体

制について各病院ともう一度話合いをして、さらに

ベッドを確保するようにという全体の動きが今始

まっているところで、それでまず県内でどれくらい

確保できるか、それで想定の患者数を対応できるか

というふうな作業を今から４月、５月で行うという

ことになっております。臨時的にそういう医療施設

をつくるということは、緊急事態宣言下などではで

きるんですけれども、まずは県内の医療機関の協力

がどのくらい得られるかということを確認して、ま

ずその数字を整理していきたいというのが今の県の

考えでございます。

○新垣新委員 すみません、糸数統括監、数字の整

理って言うんですけど、県は本当に努力してお願い

します、受入れをお願いしますってお願いしても断

られているじゃないですか。はっきり言って。これ

調べてきているから言ってるんですよ。今でも足り

なかったじゃないですか、逼迫、逼迫って増やして

もお願いって言っても足りなかったじゃないですか、

第１波から第３波。だから今こうやって僕言ってる

んですよ。最悪を想定して、大きくゆとりを持って、

自衛隊のこのコロナのこの看護師っていうんですか、

対策チームにお願いして、最初から。だから、そこ

をお願いしたいんですよ。そこら辺をですね、４月、

５月じゃなくて、もう１週間以内で、10日くらいで

も、あの箱物買ってくださいと。この国から交付金

が入ってますから、これで隔離所にするって言えば、

理屈が理にかなって通るじゃないですか。どうです

か、もう本当に僕調べてきているから、現場を聞い
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てきているから、県の努力も分かるから、落としど

ころってどこかないかなって考えたらここしかない

なと。もともと病院の施設ですから、活用できます

よ。そこら辺どうですか。再度改めて。あの施設県

に、県に売ってくださいって言えばいいんですよ。

もともとの病院の施設ですから、すぐ対応できます

よ。ベッドも集めて、その自衛隊のコロナ対策チー

ムを呼んできて、海外からも呼んでくると。そのく

らいの知恵を使っていきましょうよ。いかがですか、

どうですか。

○大城玲子保健医療部長 臨時の医療施設というこ

とで、緊急のときには確かにそういう施設が活用で

きるというのも、委員おっしゃるとおりなんですけ

れども、ただ一番の課題はそこへのスタッフ等の問

題なんです。ただ、自衛隊につきましては、緊急性、

それから県が用意できないときの一時的にというと

ころでのこれまでも支援をいただいているところで

ございますので、常時お願いできるという仕組みで

はございません。ですので、県としましては、でき

るだけ現実的な方法で、４月中には緊急の病床確保

についても検討するようにという指示は国からも来

ておりますので、今担当のほうで病院とも調整しな

がら進めていっているところでございます。

決して悠長に構えているわけではございませんの

で、そこはしっかりと対応してまいりたいと思いま

す。

○新垣新委員 この対応で頑張っていただきたいん

ですけど、九州のこの変異株を、例えばこの南部病

院の300つくれる病床数に隔離させていくっていうの

も理にかなった形ですから、ぜひそこら辺の問題も、

自衛隊のヘリでここに運んでしっかりとまたやって

くと。そういう体制もしっかり検討する課題はある

と思いますので、ゆったりとね―沖縄県民が入院が

できるようにとかですね、そこもぜひ再検討を願い

たいと強く申入れをしておきます。もう一生懸命頑

張っているのは分かるんですけど、受入れが広がっ

ていないと。受け入れ切れてない。病院機関が受け

入れないという現実も、ぜひ強く指摘しますので、

改めて再検討を強く、統括監、頑張っていただきた

いなと強く申し上げます。

続いて、この時短の問題、21市町村に行っており

ますが。まず経営者に対する経済支援と、また雇用

に対する雇用助成金等の周知徹底、そこら辺を分か

りやすくやるべきだと思うんですけど、部長、答弁

を求めます。

○嘉数登商工労働部長 委員御指摘のように、コロ

ナに関連する国の支援策ですとか県の支援策それか

ら市町村の支援策、多岐にわたっております。事業

者のほうからも多岐にわたっているがゆえに、どこ

にどういった情報があるのかよく分からないという

こともありましたので、我々沖縄総合事務局経産部

と協力いたしまして、国の施策と県の施策を同じチ

ラシの中に載っけて分かりやすく事業者のほうにも

届けておるということがあります。引き続き経済支

援策というのは一旦打てば終わりという話ではなく

て、バージョンを変えてどんどん新しくなってまい

りますので、そこは国とも協力し、市町村とも協力

してですね、周知徹底に取り組んでいきたいという

ふうに考えております。

○新垣新委員 それで、今日糸満の飲食店の年配の

方から電話があって、ここに電話してもつながらな

いとかですね、本当に現場がてんてこ舞いしている

というのも分かります。その辺の問題においても、

一般電話を増やすとかですね、この、例えば職員も

増やすとか、例えば時期時期によって忙しいところ、

暇な課とかあるじゃないですか。そういう形でこう

やって走りながら職員を充てていくとか、そういう

体制を臨機応変に築いていただきたいんですけどい

かがですか。

○嘉数登商工労働部長 外部からの問合せに対して

はですね、県だけでは対応できない部分もあります

ので、コールセンターというところも設置しており

ます。それから、やはり協力金にしましても、一日

も早くというところが非常に強い要望でございます

ので、庁内でも、部内だけではなくて他部のほうか

らも応援をいただいて、今現在120人くらいの体制と、

外部にはコールセンターを含めて50人くらいの体制

を組んで、この協力金の支給もろもろに当たってお

ります。引き続き一日も早く支給できるように取り

組んでいきたいというふうに思っています。

○新垣新委員 今部長から答弁で120名とお聞きしま

したけれど、これでは足りないなと正直思っていま

す。なぜかというと9000店舗のうち120名で見ろと、

電話も体制整っていない、来るときも並ぶ、で、面

倒くさいと沖縄の県民性で帰っちゃう―そういう体

制では本当に県の職員もてんてこ舞い、国の職員も

てんてこ舞い、コールセンターもつながらない、こ

のような体制、てんてこ舞いという体制をもっと枠

を広げて予算も築いて取るべきだと思うんだけど、

その体制今からでも間に合うんで広げてほしいとい

う形で検討課題あると思うんですけど。

○嘉数登商工労働部長 体制についてはですね、本
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当に全庁で融通していただいておりますので、しっ

かりとその体制を築いていきたいという部分と、そ

れから支給までの期間を短縮するという意味ではい

ろんな効率化もシステム化も図っておりますので、

そういったことを総合的に点検しながら実施してい

きたいというふうに考えております。

○新垣新委員 実は経営者も雇用調整助成金もマイ

ナスになったと。電話もつながらない。行っても待

たされる。いっぱいいる。帰っちゃった。こういっ

た協力金も助成金も損したという県民が実は多くて

ですね、やり方も周知の仕方も徹底できなかったと。

だから枠をもっと大きく広げてくれという形で言っ

ているものですから、再度この枠を広げて、職員も

増やして、沖縄県からも職員も協力体制でできるよ

うに、コールセンターの枠も広げてですね、ぜひ頑

張っていただきたいということを強く求めて、私の

質疑を終わります。頑張ってください。

○次呂久成崇委員長 仲村家治委員。

○仲村家治委員 私の周りの話を質問に入る前にし

たいんですけれども、24年続けてきた地元資本の居

酒屋なんですけれども、今回の件でもう諦めて店を

閉めると。大変悲しい電話が昨日ありました。自分

たちでどうにかやりたかったけれども、これ以上は

無理だという話を聞いてですね、いかに今の沖縄の

こういう飲食業も含めて、観光業も含めて、もう待っ

たなしの状況であるということを私たちはもう一度

認識をして、この議論をしていかないといけないと

いうことを思っております。

まず、中身の確認をさせていただきます。今回の

補正の内容の中に、①令和３年１月12日から２月28日

までの感染拡大防止協力金不足額の追加と書いてい

るんですけれども、不足があったということで、い

ずれ補正予算を組まないといけなかったんでしょう

か。

○知念百代中小企業支援課長 実は今回補正に上げ

た理由としては、当初想定していた数というのが平

成28年の経済センサスという統計から取っているん

ですけれども、平成28年の統計というのは、ほぼ平

成26から27年にかけて取ったデータなんですね。そ

の後、やっぱり観光のほうとかで非常に経済が好調

でしたので、かなりの飲食店等が増加していたといっ

たことがありましたので、平成28年の経済センサス

よりも大分増えているといったような状況が、まず

１点目ありました。

それから宿泊業ですとか娯楽業などが飲食店を経

営しているといったようなケースもありましたので、

そういったものも含めまして若干増えたというよう

な状況があるんですが、この数字については第４期

の申請状況から、このぐらい増えたかなといったこ

とで算出した件数になります。

○仲村家治委員 対象事業所が9041店舗というのは、

この20市町村と足りなかった分のプラスの合計とい

うことでいいんですか。

○知念百代中小企業支援課長 まず、9041店舗とい

うのは、第６期―つまり４月１日からスタートして

４月21日までに時短要請をかけた店舗の20市町村が

9041店舗というふうになります。

もう一つ、その前に時短要請をかけています１月

12日から21日、それから１月22日から２月28日まで

の７市と全県に関しても、先ほど申し上げましたと

おり経済センサスの数からは大分増えているという

ことがありますし、また途中、事業者単位から全店

舗単位ということにもなりましたので、その分での

やっぱり数の増加というものがありますので、その

分を含めての数字でございます。

○仲村家治委員 最新の全県のデータというのは、

今お持ちでしょうか。

○知念百代中小企業支援課長 最新のデータという

のは、まだ経済センサスの数字を拾っておりません

ので手持ちにはございません。持っておりません。

○仲村家治委員 要はこういった協力金を出すとき

にデータがないと、きれいな額が出てこないので、

これは早急に、今後協力金とか時短の部分で出てく

るので、早急にこのデータというのは調べてデータ

として持っていたほうがいいと思いますけど、どう

でしょうか。

○知念百代中小企業支援課長 実はまだ国のほうで

の発表というのは出ていないものでして、今回出し

た数字というのはあくまでも第４弾で想定していた

数よりも増えている、その増加分を見ての想定で出

させていただいた件数ですので、これからまた国の

ほうで発表がありましたら、そういった固めていけ

る数字でお示しできるかなというふうには思ってお

ります。

○仲村家治委員 ２点目でですね、先ほど新垣淑豊

委員からあったんですけれども、この飲食業以外の

附帯決議に上がった観光業の手当てというのは、県

単独では多分できないと思うんですよ。実は自民党

の政務調査会に観光立国調査会という調査会があっ

て、ウィズ、アフターコロナ時代の新たな旅の着実

な推進というのを３月24日に緊急決議をされて、多

分総理に要請書を渡したと思うんですけれども、こ
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の中ではまさしく私たちが求めているバス、タクシー

とか、沖縄県に当てはまることがいっぱいあるんで

すけれども、これをぜひ手に入れて、総務部長、こ

れは県から国に沖縄県の観光立県としての今の窮状

を訴える最大の材料になると思うんですけれども、

ぜひ早急に国と自民党に要請してはどうですか。

○池田竹州総務部長 先ほどの附帯決議につきまし

ては私どもも重く受け止めて、それぞれの部局でそ

れぞれの業界との意見交換なども実は行っていると

ころでございます。自民党の政務調査会のものは私

どももまだ拝見していませんので、ぜひ手に入れて

新たな対応の参考にさせていただきたいと思います。

○仲村家治委員 ぎりぎりの限界に―もう限界を通

り越した県民の方々もいらっしゃるので、これは今

後何が起こるかというと失業問題が起こってくるん

ですよ。倒産して、そういった負債を抱えるという

ことで、これ以上に今どうにか自助でできている部

分の人たちがそうじゃなくなったときの怖さという

のは十分ありますし、あと大城部長、これは抑え込

みなんですよ、時短というのは。感染拡大防止じゃ

ないんですよ。じゃあ何が今回という質問をしたら

ば、若者たちの気の緩みとか出ているので、感染防

止というのを新たに構築していかないといけないと

思うんですね。これはいろいろ今日は補正予算なの

で聞きませんけれども、ぜひその辺の対策をいま一

度、拡大しないような対策をいろんなところから情

報を得て対策をしてほしい。

最後になりますけれども、この緊急が出る前のイ

エローカードじゃないけど、もっと分かりやすくで

すね、もうちょっとしたらレッドカードになります

よとか、イエローカードですよとか、このレベル３に

行ったらもうアウトですよとかという分かりやすい

県民に対して表示をすべきだと。細かいこういった

数字というのはなかなか難しいと思うんですよ。レ

ベル３まで行ったらもう緊急事態を出しますよと。

レベル２は何ですよと。レベル１はという、まああ

るんだけど、もっと沖縄県独特のメモリというかを

つくるべきだと思うんですけど、どうでしょうか。

○大城玲子保健医療部長 委員のおっしゃいますと

おり、県のほうでは警戒レベル指標をつくって県民

の皆様に発信しているつもりではございますが、そ

こがなかなか伝わりにくいということであれば、分

かりやすいということに着目した発信の仕方を検討

したいと思います。

○仲村家治委員 よろしくお願いします。

以上です。

○知念百代中小企業支援課長 先ほど仲村委員のほ

うからありました質問に対して、少し補足をさせて

ください。

補正のお話がありまして、１月12日から２月28日

までのものと、それから４月１日の新たな補正に係

る部分の中で、対象の事業者数の増加分について

ちょっとお答えしておこうかと思っております。

予算を編成した当初というのは、9914店舗を想定

しておりましたが、先ほど申し上げましたとおり第

４弾の申請状況の増加率を見まして、100％超えるな

といったところで計算した結果、１万1358店舗が想

定されるだろうということで、増加分が1444件増加

することになりますので、その分の補正ということ

で補足して申し上げておきます。失礼いたしました。

○次呂久成崇委員長 西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員 まず資料１に基づいて、総務部

長、ちょっと朝の説明を聞き逃した感もあるので、

この192億円の交渉の経緯ですね、政府と調整したと

いうことだったので、この辺もう一度説明してくだ

さい。

○池田竹州総務部長 直接的には地方創生臨時交付

金の時短協力枠については企画部が担当の内閣府と

調整をしております。調整の経緯としましては、時

短協力金の必要性ですね、緊急に時短要請をかけな

いといけない状況などについて内閣府と連絡を取り

ながら、期間とか金額についても確認の上、計上さ

せていただいているところでございます。

○西銘啓史郎委員 要はこの129億の根拠、20市町村

とか対象にした経緯なんですけど、これは交渉して

決定したのか、それともう一つ、いつから交渉しま

したか、その２点をお答えください。

○兼島篤貴企画調整課主幹 協力金に関する国との

協議については、先週金曜日にそろそろちょっと危

ないということもありまして、もしかしたらこうい

う時短要請があるかもしれませんということで26日

から始めまして、内容を固めていって、最終的に29日

に現在の20市町村、４月21日まで、金額についても

120億ほどという金額で報告して調整したということ

になっています。

○西銘啓史郎委員 この129億円、先ほどの仲村委員

とかぶりますけれども、資料の５ページで①②の内

訳、金額を億円単位で結構ですから教えてください。

○知念百代中小企業支援課長 ①に関しましては、

約53億になっております。それから②に関しまして

は、約76億となっております。

○西銘啓史郎委員 じゃあちょっと確認をしますけ
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ど、9041店舗とありますよね。76億を84万円で割っ

たら幾らになるんですかね。何店舗になるんですか

ね。

○知念百代中小企業支援課長 ４月１日から４月

21日の21日間ということになりますので、１日当た

り４万円の計算でやりますと、支給額が84万円とい

うふうになります。

○西銘啓史郎委員 最初に129億を84万で割ったら

１万5400件ぐらいになるはずなんですね。４月１日

から21日までは9041店舗じゃないですか。残り6000店

舗は①のほうの対象という理解でいいですか。84万

円じゃないよね、①の53億は。

○知念百代中小企業支援課長 ①に関しましては

７市―那覇市、浦添市から石垣市までなんですけれ

ども、これについては１月12日から１月21日までの

時短要請でしたので40万円という支給金額になりま

す。

それから、１月22日から２月７日までに関しまし

ては全県が対象となりましたので、これについては

68万円となりますので、一律で幾らという形では

ちょっと計算が―割るとそういうふうにはできない

状況になっています。

○西銘啓史郎委員 まず１番目の話については、国

との交渉で129億円が決まりましたと。この中身は①

の１月12日から２月28日までの協力金額の不足金額

と、それから４月の新たな協力金依頼だと。ですか

ら、交渉次第では全市に拡大しても、例えば41市町

村に拡大しても交渉はできたという理解でいいです

か。それとも、もう交渉は一切できないという理解

でよろしいですか。

○兼島篤貴企画調整課主幹 今回の臨時交付金の国

との予算枠については、まず基本的に営業時短の要

請をかけるということについての協議をさせていた

だいて、そこでエリアとか対象事業者が確定すれば、

単価も自動的に金額が出てくると。金額について国

と交渉するというよりは、要請内容について事前協

議をして、その上で金額を国のほうにも相談してい

ただいて認めていただいたという流れになっていま

す。この要請内容が仮に全県になった場合は、全県

になった分の協議を行うという形にはなってきます

けれども、今回は20市町村分だけの協議となってい

ますので、拡大をする場合は別途協議が必要になっ

てくるという形になります。

○西銘啓史郎委員 商工労働部長、資料３の経済関

係団体との会議ですけど、構成員はいいですから出

席者、オンラインで何名、構成員の方は出ています

か。

○嘉数登商工労働部長 メンバーが県を含めまして

17名おりまして、26日金曜日が６名欠席ですので、

合計11名ということになります。それから日曜日も

開きましたけれども、私の記憶では日曜日も３名か

４名の欠席を除いた形で、十二、三名ぐらいで開催

したと記憶しております。

○西銘啓史郎委員 県の参加者を教えてください。

○嘉数登商工労働部長 26日は玉城知事、それから

照屋副知事、商工労働部、文化観光スポーツ部のほ

うで出席しております。それから20日は県のほうか

らは照屋副知事、それから商工労働部、文化観光ス

ポーツ部の職員で参加しております。

○西銘啓史郎委員 これまでの時短の協力要請を経

験した中で、その過去の経験から効果や課題という

のが見えてきたと思うんですよ。それが今回どう生

かされているかということが一番気になるんですけ

ど、先ほど来、経済団体の声を聞いてあまり地域を

拡大しないでくれとかありましたね。21時にまでに

してくれとかとありますけれども、私は危機管理と

いう観点からは、本来感染の拡大をあれするために

は大きい網を先にかけて、それからエリアを狭めて

いくという方法が僕はベストじゃないかなと思って

います。これは感染の専門の方に聞いたら何て言う

か分かりませんけど、少なくとも過去の経験からす

ると、ついこの間、那覇とどこかをやって、次に拡

大して離島に行ってとやりましたよね。後手後手に

なるんですよ。だから僕がぜひ聞きたいのは、今ま

での経験で何が効果があって何が課題だったか教え

てください。

○大城玲子保健医療部長 これまでに時短を何度か

かけておりますが、例えば夏頃であれば、局所的に

かけてそれで収まったという経験もございます。

ただ、今回の年末からの時短に関しましては、一

旦効果は出たんですけれども、その後の要因によっ

て拡大したということもありましたので、順次拡大

したという状況もございます。その季節の状況、そ

れからそのときの地域の状況などによっても様々な

課題があるというふうには考えておりまして、今回

は３月のイベント等もあって若者から急拡大したと

いう、その拡大の急激さをもって面的に那覇、中南

部地域とさせていただいたところです。ただ、エビ

デンスがないとなかなか私権を制限する強い措置で

ございますので、そこは協力を得ながら、理解を得

ながら進める必要があるというふうに考えておりま

す。
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○西銘啓史郎委員 特に町村、北部保健所管内とか、

町村は細かい面しか僕らは見えないものですから、

この町村を決定した理由は多分県はお持ちだと思う

んですけれども、この予測を誤ると、僕は中部だけ

じゃなくていろんなところに拡大する気がするんで

すね。そうすると後手後手になるわけですよ、常に。

ですから、大きい網をかけて、それから状況を見て

していくという方法も僕は一つだと思うんですけれ

ども、これは強い要請として上げておきます。

それから、幾つか確認したいんですけど、今第４波

という言葉を使われますよね、知事も。第１から、

要は４波と決定するのは誰なんですか。県知事か、

それとも国か。今第４波ですという決定権は誰にあ

るんですか。

○大城玲子保健医療部長 第１波、２波、３波、４波

という決定の定義はございません。ただ、その感染

の状況から知事は、今回かなり急激に増えておりま

すので、４波に突入しているものというふうな認識

をしているということを発信しております。

○西銘啓史郎委員 大事なことは、１波なら１波で

いいんですけど、ある程度期間を明確にして２波は

いつからいつ、その中の年代別、重症、軽症、もろ

もろ細かい分析をしてどう予測するかなんですよ。

１は１、２は２、３は３、４は４じゃなくて、一連

の流れの中で１、２、３を経験した中で第４波をど

う予測するか。であれば２月28日に緊急事態宣言を

解除した後に、実は私もその翌日でしたか、ある知

り合いの人と食事しました。８時まででした。代行

を呼ぼうと思ったら20分待たされました。この近辺

を見たらどこも開いていない。奥に居酒屋みたいな

ものが開いていると行ったら、すごい人がいっぱい

でした。行くのやめました。車で待機しました。何

が言いたいかというと、解除をされると人間は、や

はりずっと萎縮したものがはじけるときというのは、

ある程度人間の行動学からも想像できますよね。で

すから申し上げたいことは、４波は４波でいいんで

すよ。だから１、２、３から何を学んで何を生かす

かですよ。１週間ごとの数字も僕は拾ってみました

よ、３月。１から７まで131、次178、256、493、３月28日

までで４週間、これは必ず傾向が見えるわけですよ

ね。普通数学をやっていたらいろいろあると思うん

ですけれども、統計学もろもろ含めて。そういうと

きになぜ過去のデータ、今回の対象の129もそうです

けど、エリアを決定するのもそうですけど、狭いと

ころから広いところに行こうというのは大変なこと

なんですよ。これは繰り返しますのでちょっと戻し

ますけど、いずれにしても１から４の、４波でもい

いんですが、その経験を生かすことを県として努力

をしていただきたい。これは強く要望しておきます。

それからもう一つ、過去１日当たりの陽性者の最

大の人数、陽性者が出た日にちと人数を教えてもらっ

ていいですか。それから直近で一番出た日にちと人

数を教えてもらっていいですか。

○糸数公保健衛生統括監 これまでで１日に公表し

た陽性者で一番多いのは、８月９日の156人でござい

ます。それから１月16日の129人というのが２番目に

多いということになります。

○西銘啓史郎委員 そのときの検査件数は分かりま

すか。８月９日の156名を分子としたら、分母。どの

ぐらいの検査件数があったのか。

○糸数公保健衛生統括監 申し訳ありません。その

日の検査数のデータは今持ち合わせていないんです

が、８月９日の156人のときには松山のバースで

2000人を対象として一斉検査をやったものからの陽

性者も含まれているということは申し添えたいと思

います。

○西銘啓史郎委員 何が言いたいかというと、やっ

ぱり陽性率という言葉をよく東京都は使いますよね。

１週間単位の数字を平均で使うとあるんですけど、

やはり陽性率というものを県としてどのように理解

されているというか、考えているのかお聞きしたい

んですが、感染者の数単体だけを見て、200名出まし

た、大変ですと言っても、5000件のうちの200名なの

か、1000名のうちの200名なのかで全然違うじゃない

ですか。ですから、その辺は冷静に数字をやはり県

民も知っておいたほうがいいのかなと。単に陽性者

の数だけで一喜一憂するのではなくて、検査件数、

陽性率とかも使うのであればその分母と分子をしっ

かり見えるようにしてほしいというのが要望です。

それともう一つ、最近県の資料の中でも行政検査、

保険診療、検査事業というのが出てきますよね。こ

のおのおのの定義をちょっと簡単に説明してくださ

い。

○糸数公保健衛生統括監 まず行政検査といいます

のは、感染症法に基づいて積極的疫学調査を行って

濃厚接触者等に行う、保健所が指導をして保健所で

採取する、あるいはその検体を採取するというふう

な検査でございます。それから保険診療に分類され

ていますのは、有症状でその患者さんが医療機関を

受診したときに、コロナに関する検査費用は健康保

険で払う３割分を公費で見るものを保険診療検査と

いうふうに見ております。そして、検査事業という
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のは、今年度県のほうで実施しております原則無症

状の人を対象にした介護事業所の従業員の方、ある

いは那覇空港におけるＮＡＰＰ、それから安価で検

査を受ける体制を受検した方等となっております。

○西銘啓史郎委員 ８月何日からかな、もう行政検

査と保険診療の数が圧倒的に比率が変わっています

よね。ですから申し上げたいことは、もちろん行政

検査のさきに言った陽性率、それから保険診療の検

査の陽性率、これはＰＣＲと抗原があると思うんで

すけど、それから検査事業の陽性率も含めてですけ

ど、要は行政検査というのはあくまでも保健所から

連絡があって、濃厚接触者のあれもあるので陽性率

は高いと思うんですよね。２番目の保険診療という

のは、自分が体調悪いな、熱があるなと思って病院

に行って検査して陰性でした、陽性でしたというこ

とで理解していいんですよね。３番目が、さっき言っ

たように検査事業は介護従事者やＮＡＰＰでやって

いたり、または県が安価でできるようなことを含め

ているということにすると、どの検査でどれだけの

陽性者が出ているかという数字も、ある程度やっぱ

り僕らは見えるようにしておいたほうがいいと思う

んですね、議会、特にまた県民も。ですから、陽性

率だけの話じゃないんですけれども、数字を冷静に

分析したほうが僕はいいと思っていまして、ですか

らそういう意味で先ほども申し上げましたけれども、

数字の上昇で一喜一憂するのではなくて総合的に、

週単位でいろんな形で分析をしておかないと、先ほ

ど言ったように１波、２波、３波、そこをしっかり

分析をお願いしたいと思います。

続いて、シーサーステッカーとＲＩＣＣＡについ

てですけれども、シーサーステッカーを配付、これ

は感染対策ができている承認店舗だと思うんですが、

今何店舗ありますか。

○比嘉淳マーケティング戦略推進課長 登録件数は

１万店舗となっております。

○西銘啓史郎委員 これは全飲食店の何％ですか。

○比嘉淳マーケティング戦略推進課長 すみません、

手元に資料がないので、申し訳ございません。

○西銘啓史郎委員 シーサーステッカーというのは

基本的には県がやっているかどうかあれですけど、

感染防止対策ができている店舗と、お客さんはそう

いう認識で来ますよね。それはちゃんと県が把握を

して発行していますか。

○比嘉淳マーケティング戦略推進課長 おっしゃる

とおりです。

このステッカー制度は、事業者がガイドラインに

基づいてそのガイドラインに合っていることを確認

した上でシーサーステッカーをもらうための認証を

しているということで、我々としては申請の上がっ

たものを確認した上で発行しているというふうに考

えています。

○西銘啓史郎委員 ということは、申請が上がった

ものは配付するから、ある意味チェックできていな

いと僕は聞こえてくるんですよ。ですから先ほどの

企業、経済団体との中で、小渡委員が言ったように

課題を検証する必要があるということになるんじゃ

ないですかね。ですから、お客さんの立場で安心だ

といっても実際安心じゃなかったり、それでそろそ

ろまとめに入りますけれども、私が申し上げたいの

は、シーサーステッカーやＲＩＣＣＡのあれがある

店舗は安心ですと言いながらも、仮に１万店舗、本

当にできているところとできてないところがあって、

本当に危ないところというか、お店自体が危ないと

いう言い方はしていないんですけれども、感染の発

生源になっているような店舗とそうじゃない店舗を

全部まとめて休業、時間制限をするというのが正し

いやり方かどうかというのは分からないんですよ。

だからそれは過去経験をして、そういう店舗には

ちょっと厳しくというか、本当に対応するとかです

ね、もろもろ私権があるとは言っていましたけど、

そこら辺を間違うと、結果的には全部エリアを決め

て、はい、網をかけましたと言っても、もともとで

きていないところは発症する可能性が僕は高いと

思っていますから、そこはやっぱりしっかりこのシー

サーステッカーの制度も県として把握をしておかな

いと、後々問題になるんじゃないかなという気がし

ます。

最後にですけど、先ほど申し上げましたけれども、

これは今の補正予算を改めて計上できるかどうか分

かりませんけれども、私は少なくとも離島を含めた

11市は対象にするべきだし、この後また補正を組ん

で、拡大したからまたということよりは、最初に網

をかけていたほうがいいと思いますので、これは強

く要望して終わります。

以上です。

○糸数公保健衛生統括監 先ほどの１日の陽性者数

の多い日にちにつきまして、誤りがございました。

申し訳ありません。

１月27日に131件というのを記録していますので、

これが２番目に多い。１月27日に131件というのが

２番目に多いということでございます。失礼いたし

ました。
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○次呂久成崇委員長 座波一委員。

○座波一委員 私はこの第３波が下火になった頃か

ら、ワクチン接種の見込みが大体ついたというよう

な、県民もそうだし、そして県も多少の気の緩みが

出てきたのではないかなという感じがしておりまし

た。再三、第４波が来るものとしての対応をすべき

ではないかということで申し上げておりましたが、

その間の備えを一体どういうことをしたのかという

ことも聞きたいんですが、先ほどからの議論のとお

り、これといったことではなくて決められたことを

やっているという、一生懸命やっているということ

は認めます。そういう中でですね、今回の臨時交付

金の問題、これは国の令和２年度の予算から出てい

ると思います。しかし、県としては当初から当て込

んでいたものでもなくてという説明ではありますが、

まずこの交付の要請をしたのはいつなんですか。要

請した日付を言ってください。

○兼島篤貴企画調整課主幹 今回補正に計上した協

力金の予算につきましては、まだ国のほうからは金

額の時点では了解をいただいているところなんです

けれども、交付申請への手続、交付決定手続は４月

に入ってからということになっております。令和２年

度分の手続はもう終わっておりますので、これは４月

以降という形になります。

○座波一委員 違う違う。その内示をもらうために

交付要請をした日ですよ。

○兼島篤貴企画調整課主幹 要請というか、協議と

いう形で３月26日金曜日から相談を始めまして、そ

の後、エリアであったり金額が固まって、最終的な

数字を示したのが29日となっております。

○座波一委員 説明会で、４月１日に間に合うよう

に要請をして内示をもらったという説明がありまし

た。ですので、29日、本当にぎりぎりで出たという

ことではありますけれども、この時短を県が決定し

たのが何日でしたか。

○大城玲子保健医療部長 ３月29日のコロナ対策本

部で決定しております。

○座波一委員 じゃあ、内示の決定した日と時短を

決定した日は同じ日になるんですか。

○兼島篤貴企画調整課主幹 今回の協力金について

は内示という行為はなくて、協議をしてくださいと

いうふうな形で国のほうから言われておりますので、

そういう意味では26日から29日にかけて事前協議を

進めてきたと。数字についても28日日曜日の時点で

は現在の形のものを既に示しておりまして、コロナ

本部で正式決定後にこういう形になりましたという

報告をして、了解いただいたという状況でございま

す。

○座波一委員 この交付金は、今回の分はかなり出

るものとしての想定で進めているというふうな考え

方で進んでいると思いますけど、そういう中で、先

ほど来から出ております今回の20市町村にとどまっ

たという、県はですね。これは国の基準によって決

められた範囲内での決定だからという説明もありま

したが、この決め方において当初から沖縄県として

は全県を対象にという要望はしていなかったんです

か。

○大城玲子保健医療部長 時短の要請につきまして

は、範囲等について国に協議をするということでは

なく、まず県のほうでどういった対策が取れるかと

いうところを県が決定するということでございます

ので、そこは先ほど来お示しした数値の状況によっ

て、そこを目安としてその地域を選定したというこ

とでございます。

○座波一委員 もちろん時短の決定は県がやるわけ

ですけれども、そのときから全県を想定した徹底し

た潰しにかかるという発想はなかったのか、そして、

国の基準の中でですね、そこに持って行く方法はな

かったのかということを今聞いています。

○大城玲子保健医療部長 今回の急激な拡大を受け

て、３月26日あたりから県としましてもいろいろ数

値を見ながら、どういったところに時短をかけるべ

きかという内容は徐々に検討を進めてきたというと

ころでございまして、そのような状況から、全県で

はなく今お示ししている那覇、中南部地域という20市

町村ということで検討を進めてきたというところで

ございます。

○座波一委員 だから、当初から全県対象という発

想というか、そういう戦略ではなかったということ

になります。今回、質疑でもいろいろ出ましたが、

この全県にした場合とですね、今回決定した分と全

県を対象にした場合との差額というのは、簡単に金

額で言うと幾らですか。

○知念百代中小企業支援課長 全県にした場合です

と約95億円になりますので、差額としては約19億の

差となります。

○座波一委員 19億。これはですね、国サイドのほ

うへの協議の段階においては決して不可能な数字で

はないと思います。ですので、今回このいろんな質

疑の中でも、どうして当初から全県対象じゃなかっ

たのかということが再三今出ております。ですので、

この補正においてはですね、もちろん重要なことで
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すから緊急に応じるべきという認識はあっても、本

当に全県を対象にするという前提で何とか修正でも

してほしいと思いが高まっております。そういう考

えでありますが、どう思いますか。

○大城玲子保健医療部長 時短の要請につきまして

は、やはり私権を制限する非常に強い要求でござい

ますので、そういう意味では、できるだけ限定的に

ということが原則ではございます。必要最小限でと

いうものが法の立てつけでもございますので、そう

いった形で県としては考えておりますが、ただ、今

回先週の週末にかけてかなりの急拡大が進みました

ので、そういった意味では、感染の状況と地域の状

況を見て、今回この地域という形で選定させていた

だきましたので、あくまでもそこは感染の状況を踏

まえた措置というふうな理解でございます。

○座波一委員 ここで私権の制限を持ち出すと、余

計に何かおかしくなるような気がしますよ。21市町

村の分を制限して、じゃあほかはしないほうがいい

とかということになりかねない。さらに、この沖縄

の地形的にですね、境目はなかなかないんですよ。

もう隣のまちに行って飲もうと言ったり、出かけて

行こうとか、そういう発想のできる土地柄、また離

島においては、宮古、八重山のように過去かなり感

染拡大したという前例もある。ですので、私は指標

を見て対応するということも一つの選択肢ではある

けど、前もった予防ですから、全県的にまずもう一

回引き締めるというような今チャンスじゃなかった

かなと―チャンスと言ったらおかしいけど、そうい

う時期じゃなかったかということがあるんですよ。

離島とか北部の方々も、なぜ外したかという声が今

相次いでいるわけですね。それについてどう考えて

いますか。

○大城玲子保健医療部長 やはり、ある意味これは

急拡大を抑えるという措置でございまして、予防と

いうことで私権の制限をかけるようなことは非常に

やっぱり厳しいのかなというふうに感じております。

ただ、確かに沖縄県、陸続き、特に北部については

陸続きでございますし、宮古、八重山についても移

動のこともございますので、今後の感染の拡大の兆

候を捉えるというのは非常に重要だと思っておりま

す。ですので、少しでも兆候があるような場合には

早速検討を進める必要があると思います。

○座波一委員 仮にこの20市町村で抑え込みが、減

少が見られたと。そうしているうちに、離島、今言

うこれ以外のところがですね、上昇傾向に移る可能

性が十分考えられるわけですね。だからそういうふ

うな展開になるから、そのときは同じように、同様

の交付金をまた要請して措置してもらうという手は

ずになるんですか。

○大城玲子保健医療部長 そういうことになるので

あればですね、また国と協議をさせていただいてと

いうことになると思います。

○座波一委員 あえて申し上げますが、早め早め、

先手先手で、そういう機会があれば網をかけるとい

う手法のほうがコロナ対策には効果があるんじゃな

いかなと考えています。

変えます。先ほど安価なＰＣＲ検査についての考

え方、県はやるべきだと言っております。我々自民

党が関与した検査機関が市町村を回って理解を求め

たということでありますが、なかなか理解に至らな

いところもある。これはなぜかというと、県がフォ

ローしていないんですよ。聞いてくることには答え

ているかもしれないけれども、何かそういったもの

を、県から何の連絡もないという不安も持っている

みたいなんですけど、その取組に対する県の姿勢は

どうなんでしょうか。

○大城玲子保健医療部長 県民が安価に受けられる

ＰＣＲの体制を構築するという意味で、補助事業を

組んでおります。そこでは今５つの民間の検査機関

が実施をしていただいているところでございまして、

それぞれ検査機関によっては手法もやり方等につい

てもそれぞれの工夫を凝らしてやっていただいてい

るところでございます。ですので、県としましては、

その５機関がやっているということを例えばホーム

ページ等でお知らせする―たしか新聞、広報等でも

お知らせするというような方法で周知を図っていき

たいと思います。

○座波一委員 県下41市町村にあったほうがいいと

考えていますか。

○大城玲子保健医療部長 41市町村にあったほうが

いいかどうかというところにつきましては、民間の

検査機関でございますので、例えば検査のキャパと

か、それで収支が合うかどうかとか、いろんな課題

はあると思います。ただ、県内のどこからでも受け

られるようにということで、郵送で受けられる方法

などについても提案をいただいているところでござ

いますので、そういった意味で各地域にも拡大でき

るように取組を進めていきたいと思います。

○座波一委員 そこら辺あやふやですね、まだまだ。

この辺ははっきりしておかないといけないんじゃな

いですか。こういう遠隔地など、そういうところで

はその窓口に行くだけでも大変だと。那覇に来るの
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も大変だと。あるいは離島から来るのも大変だとい

うことで、どこでも誰でも検査ができるというシス

テムをつくることはいいことだということを言って

いるわけだから、それこそコロナが下火になったと

きに徹底的に検査をすることが、またさらにコロナ

を追い込んでいくということになるわけだから、非

常に有効的な手法だと思っています。ですので、そ

れについて県はバックアップしないといけないん

じゃないですか。それは補助の対象にはしているけ

れども、もっともっと告知、周知させる意味での県

の役割というのがあると思うんですが。これキャパ

とか何とか言っている問題じゃないですよ。はっき

りして、言ったほうがいいんじゃないですか、この

期に及んで。

○大城玲子保健医療部長 県民の方にどの地域でも

受けられるようにということでの周知については、

県も力を入れていきたいと思います。

○座波一委員 先ほど西銘委員が検査数と陽性者数、

そしてまた、私はさらに中等以上の患者の数ですね、

常にこの相関関係を見るべきだと思っています。分

子と分母、あるいはどのように流れが出ているかで

すね。そういったシステムをつくることが、最終的

に対策が効率的に打てるということになるかと思っ

ております。そういうふうにやっていただきたい、

これは要望ですね。

あと最後です。知事が新聞広告を出した件ですね。

これは金額だけを確認させてください。１紙だけで

2200万円ですか。

○玉城勝也観光振興課班長 ３紙の合計で2257万

2000円でございます。

○座波一委員 私、朝日新聞社に直接広告のほうに

問合せして聞いてみたら、全国版、全面フルカラー

のケースですね、今回。このケースだと通常金額で

4900万円です、１社で。３紙で2200万ってちょっと

考えられない数字ですが、間違いないんですね。

○玉城勝也観光振興課班長 間違いございません。

○座波一委員 分かりました。以上です。

○次呂久成崇委員長 中川京貴委員。

○中川京貴委員 まず、一般会計補正予算第１号、

令和３年ですね。それの４ページ、お願いします。

その４ページの中の、今回国庫補助で128億、それと

県の一般財源で１億2900万組まれておりますが、こ

の一般財源の１億2000万は事務費なんですか、委託

料なんですか、説明を求めます。

○武田真財政課長 協力金そのものの地方の負担分

になります。

○中川京貴委員 私が聞いているのは、地方の負担

金というので、これは事務費なんですか。もう少し

丁寧に説明できませんか。

○武田真財政課長 予算計上額129億円全てが協力金

ですので、その協力金に係る地方の負担分、沖縄県

の負担分になっております。

○中川京貴委員 この129億の流れといいますか、今

後この予算が可決された後、これはどこかに委託し

てやるんですか。県の職員が全部やるんですか。少

し流れを説明してください。

○知念百代中小企業支援課長 今回の補正について

は、全て協力金に係る報償費というもので計上して

補正を出させていただいておりますが、事務の執行

については委託をしております。先ほど部長のほう

から申し上げました県の執行体制で120名というの

は、主に県のほうでは審査をやってはいるんですが、

委託先のほうでは要件のチェック、書類がそろって

いるかどうかといった１次審査をやっていただいて、

それから支出のほうの事務も行っておりますので委

託費のほうも発生はしております。執行そのものは

商工労働部のほうでしております。

今回の委託は何回か改定契約をしてやってきてい

るんですけれども、そのたびに一応流用をかけて対

応しております。

○中川京貴委員 流用をかけている。じゃ、これま

でに補正予算で流用をかけたのは何件ぐらいあるん

ですか。

○知念百代中小企業支援課長 これまで５回ほど流

用をかけております。

○中川京貴委員 なぜこの質問をしたかというと、

やはり128億、トータル129億の企業に対する補助を

きっちり執行するためには、どうしてもこの委託関

係、これがしっかりしていないと遅れて、いつも後

手後手に回って企業に対して予算が出るのが遅いと

いう指摘があるので、これをもう少し増やして、一

日も早くその支援をしたらどうかということでの質

問なんですよ。いかがでしょうか。

○知念百代中小企業支援課長 委託先のほうとも当

然協議をしているところです。今回の４月１日から

のスタートの分についても今協議をしておりまして、

人が増やせるのかどうか、後はスペースの問題です

とかそういったこともありますので、まさに今協議

中であります。ただ向こうの事情としても、今、人

の確保がちょっと厳しいといったような声もありま

すので、その分、県の職員も一緒に審査体制を組み

ながら早急な支給に向けて取り組んでいきたいと
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思っております。

○中川京貴委員 これまで令和２年度―第16次の補

正を組んできたはずですが、トータル約1800億とか

700億とありますけれども、実際このトータルの数字

の県が持った分、また国が国庫補助した分の数字を

教えてください。

○武田真財政課長 16次の補正で計上した予算額の

総額が約1820億円になります。そのうち国庫が1210億

円、一般財源が約600億円となっております。

○中川京貴委員 我々はこれまでも代表質問、一般

質問でも取り上げてまいりましたが、この約1210億

円ですか、国庫の―これは繰越しできるのかという

質問をしましたけれども、県としては国と調整して

繰越ししていきたいという方向で、もうこの繰越し

は決定したのか、もししているのであれば幾ら繰越

ししていますか。

○武田真財政課長 中川委員に御指摘していただい

たのは臨時交付金の地方単独分のところだと思いま

すが、２月補正で繰越明許を取りまして、既に議会

の議決もいただきまして、内閣府ともその翌債手続

というのを既に取っているところです。答弁したと

ころであると、取りこぼしすることなく国のほうか

らの臨時交付金は全て活用するという形で予算計上、

繰越手続も取っているところです。

２月補正で申しますと、議決ベースで70億円ほど

繰り越しているところです。

○中川京貴委員 確認したいのですが、この国庫

1200億のうちの70億円だけですか、繰越しは。その

前にもどんどんあったはずなんだけど。

○武田真財政課長 国庫が先ほど御案内したとおり

1210億円余りを計上しているというふうに答弁させ

ていただきました。臨時交付金につきましては、先

ほどの70億円プラス既に予算措置した時短協力金、

そこもひっくるめた形で繰り越した額が約225億円ほ

どあります。それ以外に、医療関係の包括支援交付

金、医療機関に対する支援金とかそういったものに

つきましても約200億円ほど繰越明許費を取らせてい

ただいたところです。

○中川京貴委員 先ほどから我々がいつも懸念する

のは、225億円の繰越しをするぐらいであれば、なぜ

これをコロナ対策、そういった対策に使わなかった

のというのが我々の言い分なんですよね。

それともう一つは、この41市町村のうち20市町村

に決めたということは、何か委員会で決めたと言っ

ておりますが、これは国との協議をして決めたのか。

国が決めたんですか、それとも県が判断したんです

か。

○大城玲子保健医療部長 これは国が決めたのでは

なくて、県の判断で県のコロナ対策本部で決定した

というものでございます。

○中川京貴委員 県のコロナ対策本部で決定したと

してもですね、玉城知事がそうじゃないと。41市町

村やるべきだと知事が提案すればできたんですか、

できなかったんですか。

○大城玲子保健医療部長 コロナ対策本部の本部長

は知事でございます。コロナ対策本部でデータ等を

見ながら本部員と話し合って決めたというところで

ございます。

○中川京貴委員 玉城知事が41市町村でそれをやる

と決めればできたんですかと聞いているんですよ。

○大城玲子保健医療部長 やはりエビデンスに基づ

いて決定するというところが重要だと思いますので、

知事においてもそのエビデンスに基づいて対象地域

を決定したということで、知事が了解したというふ

うに考えております。

○中川京貴委員 例えば我々自民党だけじゃなくて

別の会派からもいろんな提案が出ております。これ

が41市町村に適用させるべきだという提案を我々は

しておりますが、なぜ20にしたのか。その結果、そ

れが拡大してやぶ蛇になった場合の責任は、知事に

あるということですよ。後追いすることのない予算

措置をすればいいのに、先ほど西銘委員からもあり

ましたとおり、予算を広く取って、それに応じて被

害状況を見て狭めるというのが感染拡大防止だと

思っていますが、いかがでしょうか。

○大城玲子保健医療部長 予算の話と対象地域をど

うするかというのは、やはり対象地域は感染拡大の

状況を見て、やはり私権を制限するものであるので

それを見てやっていくというのが原則的な考え方だ

というふうには思っております。

○中川京貴委員 今日、照屋副知事の答弁でですね、

我々の質問の中で、地域を限定して感染拡大を抑え

ていくと副知事は答弁しておりましたが、その結果、

41のうち21は外されたということで理解してよろし

いですね。

○大城玲子保健医療部長 外されたという認識では

ございません。感染が急拡大した地域を選定すると

いうことでございます。

○中川京貴委員 確認ですけれども、この21市町村

は新型コロナ感染者が少ないから該当しないという

ことで理解していいんですか。

○大城玲子保健医療部長 先週から今週にかけての
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状況を見ますと感染状況は落ち着いているという状

況でございましたので、他の那覇、中南部圏域とは

明らかに感染の状況が違うということでの選定に

なっております。ただし、今後兆候が見られるよう

な場合にはちゅうちょなく検討する必要があると考

えております。

○中川京貴委員 兆候が見られてからでは遅いとい

うことなんですよ。実は東京都を見てください。東

京都は東京都だけでもロックダウンしながらですね、

ほかの千葉や埼玉、神奈川県に呼びかけて、関東で

お互い目標を持ってコロナ対策をしてきたはずであ

ります。東京都だけじゃないんですよ。それはなぜ

沖縄だけでも41市町村でできないのかが不思議でな

りません。いかがでしょうか。

○大城玲子保健医療部長 各県の状況はいろいろご

ざいます。宮城県さんについても仙台市を要請して

全県はやっていないとか、大阪府についてはこれま

では限定していたけれども府全体に広げるとか、そ

れぞれ状況があると思います。感染の拡大の兆候、

それから今後の見通しについてもしっかりと見てい

く必要があると思いますので、その辺は感染症専門

家会議などの御意見も伺いながら、その兆候が見ら

れるときにはしっかりと対応が必要だと思います。

○中川京貴委員 その感染が少ないところは該当し

ないと。しかしながら、沖縄県民は移動するんです

よね。御承知のとおり、県は移動を遠慮してほしい

と言いますが、県民は離島に行ったり、また北部に

行ったり移動するんですよ。これどう止めるんです

か。

○大城玲子保健医療部長 今回の時短要請も含めて、

県からは急拡大に対する緊急対策として対処方針を

出させていただいたところです。その中では、外出

については必要最小限でできるだけお願いしたいと

いうようなことでありますとか、シーミーについて

も必要最小限の人数で、短時間でというようなお願

いをしたりとか、そういうような全体的な対策につ

いても一緒に打ち出しているところでございます。

○中川京貴委員 ただいまの答弁では、県民に対す

る移動制限を自粛してほしいということで理解して

いいんですか。

○大城玲子保健医療部長 県民の皆様に対しては、

可能な限り必要最小限で外出をしていただきたいと

いう―これはお願いベースの話でございます。

○中川京貴委員 じゃあ、あえてお聞きします。皆

さんが本日提案されました、おきなわ彩発見の予算

が組まれております。おきなわ彩発見は県民であれ

ば離島を含む県内どこでも宿泊ができます。これは

じゃあ止めるんですか。

○渡久地一浩文化観光スポーツ部長 おきなわ彩発

見事業につきましては、先ほども答弁しましたけれ

ども、ＧｏＴｏトラベルが止まっている間、なるべ

くその域内の需要喚起を促して経済の活性化を図ろ

うというところで観光業界からの強い要望があった

ものでございます。これまで今回の第３弾も含めて、

第１弾、第２弾と、この彩発見事業そのもので感染

が拡大したというようなことはないということが一

つございます。そういったことも含めてですね、外

出制限の中にございます―いろいろ必要最低限とい

う中にですね、例えば家族で改めて沖縄を見つめ直

そうとかということで、ホテルで過ごしていただく

とか、そういったリフレッシュ効果ということもご

ざいますので、そういったものは今回の緊急事態の

対処方針の中に盛り込まれておりますので、そういっ

たことで彩発見事業については継続していきたいと

いうふうに思っております。

○中川京貴委員 私は渡久地部長の考えに賛成なん

です。おきなわ彩発見はですね、県内の観光業、い

ろいろな関係する皆さん方から要望がありましてね、

それは止めることなく進めるべきだと思っています

が、一方で県は移動を自粛する、シーミーも自粛し

なさいという考え方、その矛盾がおかしいって言っ

ているんですよ。だからあえて41市町村をですね、

この補助対象にして、彩発見を進める。そういった

形でやらないと、一方は移動するな、一方はこれを

進める、ちぐはぐになっているんですよね。あえて

お聞きしますが、ホテルや観光客を相手にするとこ

ろで、コロナ陽性者は出たんですか。私は出ていな

いと思いますがいかがでしょうか。

○大城玲子保健医療部長 ホテル等で観光客から感

染が広がったというような事例はなかったと認識し

ております。ただ、従業員の皆様から感染が、従業

員同士で広がったというのは一部ございました。

○中川京貴委員 ぜひですね、今、部長、皆さん、

ホテル、まず視察してください。もう感染防止対策

はきっちりして、食事もこれまでのホテルの対策と

違った対策をされて、一人も感染者を出さないとい

う使命感にあふれていて努力しているんですよ。そ

ういった努力も分からないでですね、この緊急事態

宣言をやったり、県のスタンスがちぐはぐなんです

よね。おかしい。一方は進める、一方は進めない。

自粛してほしい。これ、どのようにして県民に説明

しますか。
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それともう一つは、約200億近くの繰越しがあるの

であればですね、これまで我々自民党はもちろん、

ほかの政党からも要望があった、バス・タクシー―

この自粛に伴って、お酒の販売とかですね、運転代

行、またお店、食堂も含めてみんな影響出ているん

です。その方々に対する支援はないんですか。

○谷合誠産業政策課長 現時点では国の設定しまし

た緊急事態宣言措置に係る一時支援金で対象となり

得る事業者が県内でも多数あることから、そちらの

事業者が幅広に漏れなく受けていただけるようにサ

ポート窓口を設置して受給を進めていただいている

ところでございます。

また、ハピ・トククーポンにつきましてはですね、

幅広い事業種でお使いいただけますので、こちらに

ついても事業者の登録をしてもらって、より恩恵を

受けていただけるような形で進めたいと考えており

ます。

○中川京貴委員 新型コロナウイルス感染症による

影響を受けている様々な業種に対して、経済支援策

を今後―この令和３年度、補正を組んでやるという

考えを持っているんですか。

○池田竹州総務部長 予算特別委員会のほうで附帯

決議がついて議決されたことは我々も非常に重く受

け止めております。その決議の内容に関連する部局

においては、関係業界等と今意見交換をしていると

いうふうに考えております。その状況も踏まえまし

て、必要なタイミングで補正予算についても検討し

ていきたいと考えております。

○中川京貴委員 逆ですね、先ほどの答弁もありま

したが、19億円を上乗せすれば41市町村全部に対応

できると。対策ができるという答弁をしておりまし

たが、私はコロナ患者が、陽性者が出てから対策す

るのではなく、今まさにやるべきだと。後追いすれ

ばそれだけ、その患者が増えるということなんです

よ。これだけは、過去にも経験しているのになぜ学

習しないのか不思議でなりません。その件について

どう思いますか。

○池田竹州総務部長 今先ほど附帯決議に関して述

べさせていただいたのは、主として経済あるいは公

共交通の部分でございます。感染症対策につきまし

ては、例えば民間の療養施設の確保につきまして、

あるいはＰＣＲ検査のソーシャルワーカーへのもの

など、当初予算で盛り込める部分については一応盛

り込んでいるものというふうに考えております。

○中川京貴委員 部長、沖縄県議会議員であればで

すね、全市町村に適用させるべきだと思っていたと

思いますよ。なぜならば、例えば県の持ち出しは１％

しかないんですよ、それも流用もしている。ほとん

ど国庫補助なんですよね。128億。それを県が国と調

整をしながらですね、もう少し増やせれば41市町村

を取り込めたはずなのに、なぜ20に限定したのかと

いうのが理解できないんですよ。これは与党の議員

の皆さんもそう思っていると思いますよ。後でです

ね、例えばこれが限定しなかったところで増えたと

なって、また４月に入ってですね、延長した場合の

予算のほうが、それ以上の倍の予算必要になると思

いますよ。そのときに説明できますか。

○池田竹州総務部長 感染症対策につきましては、

当初の予算の審議のときにも、必要に応じて随時補

正を検討して、感染症の状況に応じて補正について

も検討していくというふうに述べさせていただきま

した。今回の時短要請の20市町村につきましては、

先ほど来保健医療部長から説明があるように、この

１週間くらいの感染者の急増について、専門家の意

見も伺いながら、感染が急拡大している那覇・中南

部地域について、早急に対応が必要だということで、

本部会議に諮って、本部会議でそのような決定をし

たという形でございます。これで動かないというこ

とではなくて、先ほども部長から説明がありました

ように、感染状況は日々確認しているところでござ

います。そういったものを踏まえながら、随時必要

な対応は取っていきたいというふうに考えておりま

す。

○中川京貴委員 部長、やはりですね、やっぱり考

え方の違いがあるのか、南部の方であってもですね、

必ずこのゴールデンウイーク近くになると中北部に

移動します。私は先ほどからも言いましたように、

やっぱり徹底したＰＣＲ検査をしっかりやってです

ね、陽性が出たらしっかり隔離すると。それ以外に

対策はないと思っています。そういった意味では、

中部から、市町村から要請があった沖縄市のホテル

の借り上げはされているんでしょうか。

○嘉数広樹地域保健課副参事 中部地域の宿泊療養

施設についてもですね、設置の方向で今現在検討し

ているところでございます。ただ、陽性者とスタッ

フの動線を分けるなど、療養施設としての条件が満

たす施設がないということで、現在その施設を探し

ているところでございます。

○中川京貴委員 これも半年前、これ要請書が出た

のはたしか６月か７月じゃないですか、去年の。そ

れと、もしコロナの陽性者患者が増えた場合、皆さ

んどうして対応するんですか。ＰＣＲ検査すればす
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るほど僕は陽性者は出ると思っていますよ。その対

策について聞かせてください。

○嘉数広樹地域保健課副参事 陽性者が出た場合に

は、中部の陽性者については那覇の東横インのほう

で療養していただいているというところでございま

す。県としてはですね、引き続き宿泊療養施設がま

だまだ不足というふうに考えておりますので、引き

続き確保に努めてまいりたいというふうに考えてお

ります。

○中川京貴委員 一日も早くですね、沖縄市、ある

いは名護のほうにもですね、そのホテルを借り上げ

して対策をしっかりやるべきだと思っています。

以上で終わります。

○次呂久成崇委員長 休憩いたします。

午後７時７分休憩

午後７時20分再開

○次呂久成崇委員長 再開いたします。

比嘉瑞己委員。

○比嘉瑞己委員 本会議でもやったんですが、ちょっ

と答弁がかみ合わなかった点がありましたので、そ

の点だけ確認させてください。

今回の補正の時短協力金なんですけれども、県民

からは１日４万円という計算で十分なところもあれ

ば、あるいはたくさん雇用していて事業規模に応じ

た協力金にしてほしい、こういった声だったり、あ

るいはなぜ飲食店だけなのかという、こうした声が

地域ではあふれているんですよ。それで、この時短

協力金の交付要件というのはどこが決めているのか。

県が決めたんですか。先ほどの部長の答弁だと、時

短協力金と一時支援金の話とごっちゃになっていた

と思いますので、その点をちょっと整理させてくだ

さい。この県独自で金額を増額したり、あるいは飲

食店以外に対象を広げることはできるんでしょうか。

○兼島篤貴企画調整課主幹 協力金については、内

閣府のほうで制度設計をしておりまして、対象事業

者は飲食店全般という形になっております。単価の

ほうも当初４万円という上限が設けられておりまし

たが、委員御指摘のような柔軟性を持たせるという

ことでですね、現在は平均の上限が４万円というこ

とになりまして、例えば規模の大きいところは６万

円、小さいところは２万円という形で、地域のほう

で弾力的に運用できるような形での制度と今なって

おります。それ以外の拡大ということについては、

この協力金を使って支援するということはちょっと

難しいと思われます。

○比嘉瑞己委員 ６万円ということが可能であれば、

そこは検討する必要があるんじゃないかなと思いま

す。

総務部長、ちょっとお聞きしたいんですけれども、

もちろん県は県独自の経済対策なり支援策をやって

きたと思うんですよね。やるべきだと思います。だ

けど、自治体にも財源の限界というのもあると思う

んですよね。限られた財源の中で基金を取り崩して

やってきている状況で、そうした中でこうした国の

時短協力金でも国民に線引きをつくってしまう状況

というのは、やっぱり私は避けなければいけないと

思っています。やはり国が責任を持ってですね、こ

うした対策もやるべきだと思うんですよね。まして

や沖縄県、このコロナ禍の影響で税収も全国一減収

幅が大きいわけですよ。こうしたところで、なかな

か自治体任せというのには私限界があると思うので、

やはり国にちゃんと要請するべきだと思います。政

府もコロナは国難だと言っているわけですから、今

回の時短協力金の拡充をはじめ、持続化給付金や家

賃支援金、これも第２弾が待たれているわけですか

ら、こうした政府に責任ある支援策をしっかりと沖

縄県も全国知事会と協力しながら求めていくべきだ

と思いますが、最後にお願いします。

○池田竹州総務部長 私どもも玉城知事が全国知事

会にウェブで参加しまして、いわゆる時短協力金だ

けではなくて、様々な関連業者を支援するためのい

わゆる特別枠を創設することなどについて要望して

いるところでございます。

また、政府のほうとしましても、例えば時短協力

金につきまして、当初は２割は地方の負担という形

で制度が設計されておりました。ただ、感染状況が

かなり深刻な状況になって、その２割の負担につい

て地方の負担が非常に大きなところが出てきたとい

うことで、そこの大部分も国庫で見ていただくとい

う形での制度の変更もなされております。今回の

129億に対して１億円の財調からの繰入れというの

は、そういうことの調整の結果でございます。

ですから、引き続き要望はきちんと伝えていきな

がら政府とも連携して取り組んでいきたいと思いま

す。

○次呂久成崇委員長 西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 現在の感染のスピードでいくと、

感染はどのようになると推計されていますか。お尋

ねします。

○大城玲子保健医療部長 これは疫学的な推計とい

うところまでは行きませんけれど、統計数字という

ことで、県のほうで先週の上昇率が94％でございま
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したので、仮にそれがそのままの勾配で伸びるとい

うことになりますと４月４日には954人、それよりも

前の週の45％の伸びで見ますと同じく４月４日には

669人ということで、こういう単純な推計にはなりま

せんけれど、このまま何もしなければそういうふう

な拡大になってしまうということは懸念していたと

ころでございます。

○西銘純恵委員 これは昨年の感染のピーク時に比

べて、それより低い推計ですか。１週間で1000人近

い感染というのは相当多いと思っているんですが、

去年と比べてどうですか。

○大城玲子保健医療部長 去年の夏の頃はかなり急

拡大した時期もございましたので、そことの比較は

ちょっと難しいんですが、年末は時短もかけながら

少し落ちてきて、その後、徐々に上がってきてとい

うようなこともありましたので、年末から今にかけ

てであればこのような急拡大はございませんでした。

○西銘純恵委員 今回、連休前で感染を抑えるとい

うことで時短要請、４月１日から28日ということで、

県民への協力も要請されているんですよね。でも、

これ本当に高齢者の方は孫とも会わないで、うちの

中で我慢しているという人もいれば、無症状と言わ

れる若い人たちがどんどん感染を広げているような

状況があるんじゃないかと。温度差があり過ぎるわ

けですよね。だからこそ、今度の第４波突入という

ときには県民一丸となって感染を抑えていこうと。

そのままにしていれば1000人近くになるよというよ

うな危機感を、県民に対してもメッセージが必要だ

と思うんですよね。県民が今の状況を共有できるよ

うにするためにどうすればいいんでしょうか。どの

ように考えていますでしょうか。

○大城玲子保健医療部長 知事からのメッセージと

いうのはマスコミでも取り上げていただける状況で

ございますので、知事から随時発信していただくと

いうことは重要なことだと思います。それ以外に、

やはり周りの大人から、会社の上司からそれを伝え

てほしいという動きも必要だというふうに考えてお

ります。

○西銘純恵委員 やっぱり県民が共有すると、今の

状況をね。それに力を入れたいなと私も思います。

次、もう一点お尋ねします。米軍関係者の感染拡

大もとりわけ県民は不安なんですよね。この米軍の

感染状況はどうなっていますか。

○国吉悦子地域保健課長 今ちょっと手持ちが３月

27日現在なんですけれども、新規感染者が７名で、

累計で1101名となっております。

○西銘純恵委員 先週でしたか、米軍感染が28人出

たとかね。これは県民の感染状況と米軍関係者の感

染は関連があると私は思うんですよね。これに対し

てどう受け止めておりますか。

○国吉悦子地域保健課長 基地従業員の方々もです

ね―この米軍の感染状況につきましては海軍病院の

ほうから情報をいただいておりまして、その米軍の

中で働く基地従業員の状況、陽性者の状況について

もお聞きしているところで、その方たちは保健所の

ほうで接触、疫学調査等も実施しておりまして、県

民と同じような対応で感染源の把握に努めている状

況でございます。

○西銘純恵委員 今年の１月20日は米軍が46人感染

が出て、１月27日に県民が131人感染したと、先ほど

どなたかに答弁していましたけれども、そしてこの

３月26日は米軍28人、県民89人ということで、本当

に連動しているように関連があるように思うんです

よね。去年の沖縄県民が感染２か月ゼロだった、そ

の後に米軍関係者から発生した感染が沖縄県の第

２波でしたかね、それにつながっていったという、

そういうのがあるわけですよ。この米軍関係者との

関連がないのかどうかというのがなかなか情報が共

有されていないと思うので、このウイルスの遺伝子

解析で関連性が分かるのではないかということも指

摘されているんですけど、それについてどうですか。

○大城玲子保健医療部長 米軍の感染者につきまし

ては、毎日基地内の保健衛生局から情報をいただい

て、濃厚接触者等についての疫学調査に県のほうと

しても生かしているところではございます。しかし

ながら、変異株の検査がされているのかとか、その

辺の情報はまだ入っておりません。

ただ、県のほうとしては、そこは警戒しなければ

ならないということもございますので、従業員の陽

性者が出た場合には、それを直ちに変異株の検査に

回せるような体制を取っていきたいというふうに考

えておりまして、そのように今実施しているところ

でございます。

○西銘純恵委員 基地対策課が出席されていないん

ですけど、気になるのは基地外居住の米兵がいるわ

けですよね。そういう実態が分からないので、基地

の従業員の皆さんはやっていますと言っても、そう

じゃない皆さん―米兵が県民の生活地に入っている

という状況の中で、やっぱり感染の関連性があるの

ではないかというのをぜひ調べてほしいと思うんで

す。この関連性があるかというのは、県立中部病院

の高山さんも、ウイルスの遺伝子解析が必要だけれ
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どもできないということを報道で語っているんです

けれども、そこら辺はきちんと関連性があるのかど

うか、感染率も高い米兵関係者、米軍関係者からの

感染を県内で県民の中に持ち込まないというのもと

ても大事じゃないかと思うんですけれども。

糸数統括監はいらっしゃるのかしら。

○大城玲子保健医療部長 糸数統括監は今日専門家

会議がございまして、今進行役でございますので、

申し訳ありません。高山先生のほうから、基地内の

感染状況と県内の感染状況がオーバーラップするん

じゃないかというような御意見もございまして、県

としましても可能な限り、そこの分析は進めたいと

思っております。ただ一方で、先ほどのように米軍

従業員の方々の検査をしっかりやることで、例えば

変異株が持ち込まれないかというようなことも併せ

てですね、警戒して取り組んでいきたいと思います。

○西銘純恵委員 大変多忙だと思うんですけれども、

米軍との実務者会議、それも去年持たれただけで、

その後ないという指摘もされていますけれど、これ

についてもやっぱり早急に開催を求める必要がある

と思うんですよね。それともう一つは、基地外への

外出禁止ですね、基地から外出を。そこも求めるべ

きだと思うんですけど、県の取れる手だてをぜひ取っ

てほしいと思うんですが、いかがですか。

○大城玲子保健医療部長 基地内のそういう規制等

につきましては、担当部局、知事公室などとも意見

交換をして、知事公室において何がしかの対応がで

きるのかどうかも含めて意見交換したいと思います。

○西銘純恵委員 ぜひ取ってほしいと思います。今

日は担当がいらっしゃらないのでこれ以上聞けませ

んけれども、これはとても重要だと思いますので、

以上、要望して終わります。

○次呂久成崇委員長 喜友名智子委員。

○喜友名智子委員 お疲れさまです。今回の時短協

力金について、基本的なところから確認させてくだ

さい。今回、営業時間の短縮を20時から21時にした

理由、改めて聞かせてください。

○大城玲子保健医療部長 時短の要請につきまして

は、確かに８時ということであればその効果も大き

いことが予想されますけれども、業界団体の皆様か

ら、８時ということであれば協力できない店もたく

さん出てくるんじゃないかというような御懸念も

あったというふうに聞いております。９時というの

がぎりぎりの線で協力いただける内容になっている

という理解で、コロナ本部においてもそのように９時

という形になったと私は認識しております。

○喜友名智子委員 ありがとうございます。

これまでクラスターや感染者を複数発生させた飲

食店の傾向等々はありますか。何でこの店でクラス

ターが発生したのかという理由ですね。

○大城玲子保健医療部長 ちゃんと集計したことで

申し上げるわけではないんですけれども、例えばス

ナック等でカラオケをするんだけれども、閉め切っ

たままマスクもせずにカラオケをしたとか、あと大

勢の方で密接になってクラスターを起こしていると

か、そういうような３密対策が取られていない状況

にあったところが多かったように思います。

○喜友名智子委員 そうすると、やっぱり時間帯の

問題というよりも基本的な感染症対策を日々しっか

りと行っているかというところのほうが、この感染

拡大防止としては効果があるのではないかと思いま

す。１月末から２月末までの時短要請の時期から複

数の事業者の方たちと意見交換をして、何で定休日

にまで協力金対象にするんですかという声を多く聞

いてきました。これは担当部にも何度も私も個別に

問合せをしています。今回の協力金でも、やっぱり

定休日も対象であると。これは事業者の皆さんから

不平等性の不満を多く声を聞いて、定休日は対象外

にしてもいいのではないかという意見を伝えても、

それでもなお、今回まだ定休日まで協力金対象にす

るという理由は何でしょうか。

○知念百代中小企業支援課長 今喜友名委員がおっ

しゃいましたようなそういった声というのは、時々

こちらのほうにも届いているものではあります。そ

の中には、先ほどの質問の中にもありましたけれど

も、事業規模に応じた支給方法でとか、あと今言っ

たような定休日を除外してはどうかといったような

こともありますが、実際にその定休日が何日である

かだとか事業規模がどうであるかといったことの実

態の把握をしていく上では、まずその基準を証憑類

をどうしていくか、そういった裏づけとなるような

証憑書類をどういうふうにチェックしていくか、確

認をしていくかといったようなところで、審査に相

当な時間を要するであろうと思います。今回の感染

防止対策の観点での支給というのは、より早く協力

いただいた飲食店等に協力金を届けることによって

感染防止対策を高めていくといったような効果を

狙っておりますので、そういう意味では迅速にそれ

を進めていくことが重要なのかなといったところで、

要請期間に応じて一律支払うというふうにしたとこ

ろであります。

○喜友名智子委員 感染拡大を防止するという感染
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症対策の面と、その中でもできるだけ影響のないと

ころでは経済活動をしたいというぎりぎりの対応が、

今回の内容かなと思っています。

しかし、やはり今回で第４波で、この３週間で抑

えたとしても―今回時短要請をする理由の一つが、

ゴールデンウイークまでに何とか拡大を抑えてまた

観光客を呼びたいという短期の目的があるわけです

よね。ただ、このゴールデンウイークが過ぎると恐

らくまた増えて、６月末、７月には多分また同じよ

うな会議をしているんじゃないかなとやっぱり思え

てならないんです。

このときにですね、感染症対策と経済活動のバラ

ンスを取るという今までの判断、第３波までの判断

が、今はどっちつかずになっている状態じゃないか

なと思っているんですけれども、こういった議論は

コロナ対策本部の中ではあったんでしょうか。

○嘉数登商工労働部長 現在の感染状況の中で、経

済対策と感染症対策がどっちつかずになっているん

じゃないかというお話だったかと思いますが、決し

てそういうことではなくてですね、感染状況を踏ま

えながら現時点で打てる経済対策は何かということ

で、我々提案し、事業も実施しているところでして、

常に感染状況を見ながら、今後とも感染状況を見な

がらできるときにできる事業をやっていきたいとい

うふうに思っております。

それから、やはり経済界において非常に期待が大

きいのは、ワクチンの供給はいつかというところが

やっぱり期待はございますので、何とかガイドライ

ンに沿った事業活動を展開しつつ、ワクチンの早期

の供給というところを心待ちにしている状況もあり

ますので、ぜひそこは実現できればなというふうに

考えております。

○喜友名智子委員 この経済活動を少しでも続けた

いということで今回、内閣府から予算を取ってきた

という経緯の部分についてもお伺いしたかったんで

すけれども、ほかの委員の方がもう既に聞いている

ので省きます。

このときにですね、県内の感染の拡大状況の判断

というものをコロナ対策本部と国のほうでやり取り

をしているという説明がありました。この国という

のは具体的にはどこの省庁を指していますか。内閣

府でしょうか、厚生労働省でしょうか。

○大城玲子保健医療部長 県のほうからは、ほぼ毎

日、内閣府のコロナ対策本部のほうに県の感染状況

の指標をお送りしています。内閣府のほうでは各県

の状況をそういうふうにして把握しているものと思

います。

○喜友名智子委員 国のコロナ対策をリードしてい

るのは厚生労働省だと理解はしているんですけれど

も、県のほうでは厚労省ではなくて内閣府とやり取

りをしているということですか、感染症対策につい

ても、今回の協力金の財源についても。

○大城玲子保健医療部長 失礼しました。先ほどの

毎日の報告については、厚労省のコロナ対策推進室

と内閣府のコロナ対策室、両方に送っております。

○喜友名智子委員 これはＰＣＲ検査の拡大がなか

なか進まない要因―まあ進めていただいてはいるん

ですけれども、海外と比較するとやっぱり日本の検

査数は足りないという指摘は再三、報道ベースでも

論じられています。今、県のほうでは国の厚労省の

感染拡大予防策に基本的には沿った対応をしている

と理解していますけれども、この対応自体が、要は

日本の対応が間違っている、あるいは適切ではない

方策に県がついていってしまっているという可能性

はないでしょうか。

○大城玲子保健医療部長 確かに積極的疫学調査に

つきましては、厚労省で指針、方針等についても通

知をいただきまして、県はその対応をしているとこ

ろでございます。ただ、県のほうとしては、行政検

査だけではなくて、いわゆる社会的検査のようなも

のも必要ということから、介護従事者に対する検査

などについても始めたところでございまして、両面

からの検査の拡充を今後とも図っていきたいと考え

ております。

○喜友名智子委員 検査数も足りない。その中で、

県内においては経済団体から経済活動を止めてくれ

るなという非常に強い要請もある。両方の言い分の

中で、物すごく苦慮をしながら財源確保と感染拡大

防止に毎日御尽力をしてもらっているというのが、

県の実態じゃないかなと私は思っているんですね。

そのときに、やはり基本的に疫学調査、あるいは感

染防止対策については厚労省の指針に沿っていると

いうのであれば、予算措置についてはもっと国のほ

うと強く交渉していただきたいと思います。そうで

なければ、例えば広島県が地域を絞ってですけれど

も、無料のＰＣＲ検査を４月１日から開始するとい

う新しい取組を始めています。こういった新しいこ

とを県が厚労省とはまた違ったところでどんどん試

していくということもないと、検査も拡大しない、

協力金も中途半端なやり方だと県民には捉えられて

いる。これでどうやって一丸となって乗り越えてい

くのかというところは、やはり国への強い予算の要
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望、特に地方創生協力金以外でも持続化給付金、こ

ういった給付の部分の要請も併せて行っていかなく

てはいけないと思うんですけれども、こういった対

応も県のほうでは行っていく予定はあるんでしょう

か。

○大城玲子保健医療部長 まず、検査につきまして

は、行政検査と言われるものについてはもともとの

厚労省の予算で積極的疫学調査の補助金がございま

す。これは国２分の１という形であります。ただ、

先ほど申し上げました社会的検査につきましては県

独自の考えでやっておりますので、これは臨時創生

交付金を使わせていただいているところです。

ですので、国に対しては、検査の拡充についても

必要な予算措置については全国知事会等を通して意

見を言っていきたいというふうに考えます。

○喜友名智子委員 地方創生交付金の計算の仕方を

以前担当部局から教えていただいたときには、人口、

それから自治体の財政基準、それから地域の感染率、

こういったことが考慮されて国が計算をすると聞き

ました。そうすると、感染率においては沖縄はもう

ずっと全国ワーストの状態なので、国が算定すると

きにもぜひこういった沖縄の事情は強く伝えて、で

きるだけこういった協力金も拡充できるような形を

ぜひ要望いたします。

そしてＰＣＲの検査についても、もう既に県独自

で３種類行っているということは、とても頑張って

いると私も思っていますので、これもさらに広げて

いってもらって、県民が安心して移動できるような

体制づくりにも引き続き取り組んでいただきたいと

思います。ちょっと要望が多くなりましたけれども、

以上で終わります。

○次呂久成崇委員長 國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 まず１点目ですけれども、今回20市

町村を対象として協力金をやるということで、その

説明の中で時短を要請するということには慎重であ

るべきだというような説明があったかと思います。

国も同じような考えだというような説明があったか

と思うんですけれども、その辺をちょっと詳しく教

えていただけますか。

○大城玲子保健医療部長 新型インフルエンザ特別

措置法というのがございまして、その第５条におい

て、感染対策を取るに当たっては必要最小限で、経

済社会、生活等については必要最小限の影響となる

ようにという文言がございます。その立てつけもも

ちろんございますけれど、県のほうとしましてもや

はり私権を制限するような強い措置については慎重

になるべきでありますし、確かな感染状況のデータ

なども踏まえた上で判断すべきものと考えておりま

す。

○國仲昌二委員 その時間短縮ということを要請す

るということは、いわゆる権利を制限するというこ

とがあるということで慎重に対応するというのが、

国も同じ考えだということで説明があったと思うん

ですけれども、それでよろしいでしょうか。

○大城玲子保健医療部長 法の立てつけでございま

すので、それは同じ考えであると思います。ただ、

やはり感染状況をしっかりと見極めた上で、緊急性

が必要かどうかというところもちゃんと検討しない

といけないと思います。

○國仲昌二委員 難しい判断になると思うんですけ

れども、やっぱり守らなければいけない部分もあり

ますので、しっかりその辺を慎重に判断していただ

ければというふうに思います。

次は予算に行きます。補正予算第１号の説明書の

３ページのほうですね。一般財源の持ち出しについ

てちょっと伺いたいんですけれども、これは先ほど

も質問があったと思うんですけれども、129億のうち

１億2900万、一般財源の措置をしてあると。先ほど

の答弁で、これは県の負担分だというような説明が

ありました。ということは、その一般財源というの

は必ず措置しないといけないということなのか。そ

の辺の説明をお願いします。

○武田真財政課長 時短協力金につきましては、臨

時創生交付金の中で、まず国庫が８割ございます。

国庫８割を入れた形で２割が地方負担になります。

一定額を超えますと、この地方負担の95％が国の国

庫補助の対象になって、残りの５％が地方の負担と

いう形になっております。100の形で見ますと、全体

の99％が国庫、１％が地方の負担という形になって

おります。

○國仲昌二委員 ８割が国庫で２割が地方の負担と

いうことがあるんですけれども、一定の額を超えれ

ば、これが99％と１％になると。そこをもう少し詳

しく説明できますか。

○武田真財政課長 時短協力金を求める国からの内

示に当たりまして、沖縄県で申しますと、地方の負

担部分が約41億円を超えますと国の負担割合が結果

的に上がって、99％まで引き上げられるという形に

なっております。

○國仲昌二委員 この41億円を超えるというのは、

例えば沖縄県ではこれは負担に限界があるというよ

うな判断で、そういうふうな制度になっていると考
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えてよろしいですか。

○武田真財政課長 国の考え方としては、国の３次

補正分で各都道府県、各自治体に配付された臨時交

付金、２つ要素がございまして、感染症分という形

で算定された部分、それから経済対策として算定さ

れた部分がございます。今回の場合でいいますと、

感染症の部分という形で配分された41億円を超える

と、その補助率が引き上がるというような形になっ

ております。

○國仲昌二委員 ある一定の額を超えて地方負担が

１％になるということで、私としては全額国庫補助

にしたほうがいいかなということで。今回の一般財

源もやはり基金の繰入れで、そうすると財調も37億

円を切っていくということで大変厳しい財政状況に

なると思うんですよね。本当に県は財政措置、大変

だと思いますよ。当初予算でも262億円の財源不足が

生じて、それをマイナスシーリング、あるいは基金

からの繰入れでどうにかこうにか賄ったと。さらに

臨時財政対策債も152億増やして351億円、それから

県単独融資事業費も前年度比の384億円増やして

508億円と。先ほども説明ありましたけれども、令和

２年度のコロナ対策、1820億円のうちの600億円を県

が持ち出しているというような、本当に厳しい状況

でありながら予算措置をしているというのが見える

と思います。

ただ、本当にこれだけ財政措置をしても、今日も

いろいろ指摘がありましたけれども、まだまだ支援

策が届かない皆さんもいるということで、対象を拡

充できるような取組をしてほしいという話がありま

した。これはもちろん都道府県、一つの県だけで対

応できるわけではなくてですね、これからも全国知

事会等を通して、やっぱり都道府県が一丸となって

検討、いろいろ調整、要請しながらやらないと本当

に対応できないと思いますので、ぜひ全国の都道府

県結束して国へ要請していってですね、このコロナ

禍を乗り越えられるように頑張っていただきたいと

思います。

それともう一つ、ＬＩＮＥアプリのＲＩＣＣＡに

ついてちょっとお伺いしたいんですけれども、最近

ニュースでＬＩＮＥの情報の安全対策ということで、

政府とかあるいは自治体が一時停止するというよう

なニュースがありますけれども、県もＬＩＮＥを使っ

てコロナの情報提供などをしていると思うんですけ

れども、この辺の安全性についてはどう認識してい

るんでしょうか。

○嘉数広樹地域保健課副参事 今、ＬＩＮＥを使用

して自宅療養者の見守り支援―健康観察を行ってい

るのと同時に、お知らせシステムとＲＩＣＣＡをＬ

ＩＮＥのほうで活用して実施させていただいていま

す。最近そういった話題がありましたので、ＬＩＮ

Ｅのほうに問合せをしたところ、県が活用している

部分の情報漏えいについては全くないというような

説明が先日あったところです。

ただ、とはいえそういった懸念が全く払拭された

わけではないので、見守り情報についてはその活用、

使用を少し見合わせていると。特に陽性者の情報に

なるものですから、そこは少し慎重に対応している

ところです。

○國仲昌二委員 どうもありがとうございました。

○次呂久成崇委員長 平良昭一委員。

○平良昭一委員 今回の対象地域外の離島と北部地

域は、医療が脆弱な地域ですよね。これまでの質疑

の中でもありましたけど、そこに感染拡大が確認さ

れた場合、対象に組み込むことは可能なんですよね。

確認したい。

○大城玲子保健医療部長 現在の状況を勘案して、

今対象地域を決めておりますので、今後そのような

感染拡大の兆候があるのであれば、これはちゅうちょ

することなく検討する必要があると考えております。

○平良昭一委員 その場合も、国との調整が必要な

んですか。

○兼島篤貴企画調整課主幹 協力金に係る国との協

議は要請ごとにやっていきますので、対象が変わっ

たり期間が延びたりする場合は、改めてやる必要が

ございます。

○平良昭一委員 その状況になったときの迅速さと

いうのは、状況を感じてそれに組み込むというのは

最低どれぐらい必要になってくるか、国の支援が受

けられるまで。

○兼島篤貴企画調整課主幹 おおむね内容が固まっ

て２日ぐらい、大体協議を始めて２日ぐらいあれば

ですね、こちらがどれぐらい制度を固められるかと

いうほうがむしろ大事になってきますので、そんな

に期間はかからないだろうと思います。

○平良昭一委員 前回の事例を見ても、全県で2317件

多くなる。19億円ですか、そういう状況になります

ので、この辺も視野に入れながら考えておかないと

いけないと私は思っていますので、その辺の対処を

早めにしていただきたい。

それとですね、今問題になっているのは、県民が

それぞれ不平等感を持って生活している状況が続い

ているからなんですよ。コロナの新しい生活様式が
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定着してきた。その中でいろんな対策事業、給付金、

協力金の支給で周りがよく見えるようになってきて

いるんですよ。その中で、それぞれが不平等感を持っ

てきているということになるわけ。今朝の新聞、今

日の議論をする前に電話がありましたよ。県立病院

で働いている方ですけど、コロナの関連で特別給付

金が出ることが決まっていますが、対象者が職員、

会計年度職員、臨時職員で、同じように頑張ってい

る派遣、委託には支給しないことが決まったようで

す。実際には窓口で患者さんと直接関わっているの

は委託だし、同じ職場で給付金が出ないのはおかし

い。休職している人の代わりの仕事も押しつけられ、

職員の何十倍もの仕事を一生懸命頑張っても給付金

が出ないなんて、モチベーションが下がりっぱなし

ですよということで、電話があるんですよ。まさし

くコロナに関連する中で、それを支給している、協

力金をやる中で不平等さを感じている県民がたくさ

んいるからなんですよ。そこを十分考えないといけ

ない。

なぜかというと、誰一人取り残さない社会の実現

が玉城デニー知事の使命なんですよ。そこを皆さん

がしっかり支えていかないと、県民からそういう形

を持たれることが一番駄目。そこに対してしっかり

事業を進めていくこと、スピーディーに平等さを求

める、それが今県民が求めていることですから、そ

の辺をどういうふうにやっていくか、気持ちを聞か

せていただきたい。

○大城玲子保健医療部長 コロナに対応している医

療機関等につきましては、県のほうとしても病床確

保であったり協力金等、それから機器整備等につい

ても様々な事業を実施しているところでございます。

コロナに当たっていらっしゃる従事者の皆様にとっ

ても、その負担が軽くなるような事業の執行につい

てしっかりと対応していきたいと考えております。

○平良昭一委員 最後に、これからもいろんな対策

が必要になってくると思います。簡単に収まらない

ですよ、もう。そこを見ながらですね、県民が目く

じら立てて闘わないような状況をつくっていくこと。

もう一回言いますよ。誰一人取り残さない社会の

実現が玉城知事の使命ですからね。それを実現しな

いと意味がないですよ。最後に答えてください。

○大城玲子保健医療部長 コロナの感染がなかなか

収まらない中で、これまで医療の体制であるとか、

それから今後、住民接種が始まるワクチンの対応で

あるとか、様々な場面で県民の皆様への対応が迫ら

れる状況にございます。そういった中でも理解を得

られるように、しっかりと対応してまいりたいと思

います。

○次呂久成崇委員長 上原章委員。

○上原章委員 まず、先ほどのちょっとやり取りの

中で、全41市町村、今回の時短の協力の範囲を広げ

た場合、19億円プラスするとそれが可能という話が

ありました。件数でいうと―この95億円の対象の店

舗数を教えてもらえますか。

○知念百代中小企業支援課長 全県を対象にした場

合は、１万1358店舗となります。

○上原章委員 第３波のときに、県はこの範囲内を

コロナの感染状況を見ながら広げていって、最終的

には全県を対象にした。

私は、あのことを考えると、今回これだけ全国の

中でも沖縄県がもうずっと高い感染率があるという

のが、非常にどの地方の中でも、まあ首都圏とは

ちょっと別にしてもですね、なかなか沖縄が収まら

ない状況を考えると41市町村、離島も含めてしっか

りした今回の感染防止の対策に御協力いただくとい

う形が本来のやり方じゃないかなと思うんですが、

いかがですか。

○大城玲子保健医療部長 感染防止対策につきまし

ては、全県民の皆様にお願いすべきことだとは思い

ます。ただ、時短要請につきましては、その店舗の

営業に関する権利などについても制約をお願いする

という状況でございますので、そこはやはり感染状

況を踏まえて対応する必要があろうかと思います。

ただし、先ほどから申し上げておりますとおり、そ

れ以外の地域についてもその拡大の兆候が見える場

合には、スピーディーな対応ができるようにしっか

りと警戒感を持って対応してまいりたいと思います。

○上原章委員 この間までは独自の緊急事態宣言を

打って、知事は県民にこのコロナの対策に御協力を

呼びかけました。今回は緊急特別対策として、また

県民に通院や食品の買物以外はできる限り外出を控

えてほしいと。これを沖縄県民に呼びかけたわけで

すよね。それに伴う、これまでもそうでしたけれど

も、人の行き来がそこで、まあコロナ対策ですから

これは理解するとしてもですね、知事が発令する影

響というのはこれまでも学習してきたと思うんです

よ。ですから協力金という形にしていると思うんで

すけど、それ以外の業種や、また多くの業界の県民

に不要不急を呼びかける。じゃあ、それに対する補

償、しっかりした支援は必要なんだと。第３波のと

きもそれは多くの業界から声がありました。ですか

ら飲食だけじゃなくて、その取引先もそうだし、ま
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たバスやタクシー、多くの県民がしっかりコロナを

収めるためには外出を控えようとする。その影響と

いうのは大変大きいんですね。

ぜひその辺は、県はしっかりした支援体制を組ま

ないとですね、国は国で、国が緊急事態宣言をした。

その一方で、この協力金や一時金という枠をつくっ

てやっているわけですよね。県も国に指定地域をお

願いしたわけですけど、また今全国知事会でいろん

な要望を出していると言うけれども、実際一番苦し

んでいる県民の第一線の現場で起きていることをぜ

ひ理解していただいて、認識していただいて、何と

か県が独自の一時金、また業種をもっと広げて、地

域も広げて、時短協力金、取引先も含めた仕組みを

つくるべきだと思うんですが、いかがですか。

○嘉数登商工労働部長 様々な業種が非常に厳しい

状況に置かれている、影響を受けているということ

は、我々のほうとしても重く受け止めております。

今現在、先ほど来紹介しているように国の緊急事

態宣言の影響を受けた一時支援金、これについては

県内のより多くの業種が活用できるようにしっかり

とサポートしていきたいという点が１つと。それか

ら、県が独自の対策を取ろうにもやはり財源という

点は非常に大きいですので、これは全国知事会を通

じて、国のほうに財源の確保という点についても常

に求めておりますので、これは沖縄県だけが手を挙

げてもなかなか前に進む話ではないと思いますので、

全国知事会を通じて強く訴えてまいりたいというふ

うに思っております。

○上原章委員 部長、国が今一時金という形にして

いるのは、あくまでも東京を中心とした首都圏のこ

の緊急事態で50％以上の売上げが落ちた業種に対し

て、法人60万、個人経営30万を給付すると。

これを県内で見るとですね、確かに旅行関係は該

当するとしても、地元のお客さんを中心とした営業

をしているところはほとんど該当しないのかなと僕

は思うんですけど。であるならば、国がそういう形

でやっていることを参考にですね、県が独自で緊急

事態宣言を出した。その影響を受けて、もしくは今

回の時短の政策を受けて、売上げが50％以上県内で

も激減したというところは、県が独自で一時金を私

は準備する必要があると思うんですが、いかがです

か。

○嘉数登商工労働部長 委員がおっしゃっているの

は私も非常に強く認識しているところでありますけ

れども、当然その先立つ財源という点もしっかりと

検討しなければいけないというところがございます。

ただそうは言ってもかなりの業種が痛んでおります

ので、我々は今の段階でできる経済対策としまして、

地域消費を喚起するようなハピ・トク沖縄クーポン、

これは先ほど来説明していますようにいろんな業種

で活用できるようになっております。例えば床屋で

ありますとかタクシーですとか、登録してさえいた

だければ小規模離島でも使えるようになっておりま

すので、ぜひそういったところを活用していただき

たいというところと、これは観光の分野になります

けれども、こういう状況下にあっても県内で旅行需

要をつくっていくということで、県内事業者を支援

していきたいというふうに考えております。

○上原章委員 南部周辺離島、本当に数百名しかい

ないような島のある民宿をやっているところから、

本当に今回のことで店を閉じるしかないと。限られ

た民宿なんですけどね、この島においては。当然こ

れだけのことが国内外で起きているわけですから、

そういったところに、じゃどういう支援があるのか

なと。借入れしてくださいなんていう、もうそうい

う次元じゃないんですよね。ですから、１年間頑張っ

て頑張って守ってきたけれども、限界だと。いろん

なケースが―県がいろんな支援を、私はコロナ感染

防止対策の一方で苦しんでいる人たちをどう守るか

というのはやっぱり大事かなと。それで多くの委員

が質問されていると思うんですが、先ほど来、確か

に皆さんが今大変な中で、この１年、行政が頑張っ

ているのも認識していますけど、沖縄県がなかなか

新規感染の率が改善されないことを考えると、私は

知事が政府にトップリーダーとしてしっかり沖縄県

をどう守るか。これを直接上京してでもですね、交

渉して、沖縄の今の現状をしっかり訴えて、財政的

な支援も含めて、私は行くべきではないかなと思い

ますが、そういった動きはされているんですか。今

年に入ってからでもいいですよ。

○池田竹州総務部長 コロナの状況でなかなか上京

できないというのもございます。その一方で、せん

だってはワクチン担当大臣も兼ねている河野大臣に

対して、ウェブで意見交換、要請をさせていただき

ました。今委員御指摘の点につきましても、関係部

局と調整してですね、どういった方策が取れるか検

討していきたいと思います。

○上原章委員 もう第４波ということを考えると、

この１年を通して行政もいろんな教訓、学習された

と思うんですね。ですから、先ほど来多くの人が、

感染数が増えたらまた協力、またそういう支援。ま

た収まったら多くの人に来ていただく。いろんなそ
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ういう動きの中でですね、本当に今苦しんでいる第

一線の人たちの思いをしっかり受け止めて頑張って

いただきたいと思います。

終わります。

○次呂久成崇委員長 以上で、甲第36号議案に対す

る質疑を終結いたします。説明員の皆さん、大変御

苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

午後８時25分休憩

午後９時38分再開

○次呂久成崇委員長 再開いたします。

議案に対する質疑については全て終結し、採決を

残すのみとなっております。

休憩いたします。

（休憩中に、議案の採決の方法等について協

議）

○次呂久成崇委員長 再開いたします。

これより、議案の採決を行います。

甲第36号議案令和３年度沖縄県一般会計補正予算

（第１号）を採決いたします。

お諮りいたします。

本案は、原案のとおり決することに御異議ありま

せんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○次呂久成崇委員長 御異議なしと認めます。

よって、甲第36号議案は、原案のとおり可決され

ました。

休憩いたします。

（甲第36号議案に係る決議について協議する

ため暫時休憩した。）

午後９時40分休憩

午後11時53分再開

○次呂久成崇委員長 再開いたします。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

次回は、明 ３月31日 午前０時５分に委員会を

開き、甲第36号議案に係る決議の提出について審査

を行います。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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